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第１章 中国の高等学校日本語科における日本語教育の現状と課題 

第１節 中国の高等学校における日本語教育の急速な展開 

１  社会的必要性の高まりによりもたらされた学校日本語教育の普及 

グローバル化が加速する中で，外国語1は，国境を越えたコミュニケーションを頻繁に行って

いるわれわれにとって，次世代を生きるための必要不可欠なスキルの 1 つとなっている。さら

に，企業や個人の差別化競争が激しくなったのに伴い，英語以外の外国語（languages other than 

English，以下 LOTEs）の学習が盛んになった。その中で，日本語は，中国と日本の経済的・

文化的なつながりによってもたらされた人材需要と日本文化熱のために，中国の LOTEs 学習

者に人気のある選択肢となっている。 

この状況を受け，近年，中国においては，中等教育段階で多くの学校が日本語学科を開設し

てきた。1960 年代には，東北地方（旧満州国地域）での一部の中学・高校や国立の外国語中等

学校2だけが日本語科を開設した3が，国際交流基金の調査データによると，2009 年には，中国

中等教育段階で日本語学科を開設した学校の数が 264 校4になり，さらに 2018 年には 475 校5

に大幅に増加してきた。このように，中国の中等教育段階の日本語教育は，国の外交人材養成

のための予備教育及び歴史上日本とのつながりを有する地域での語学教育から，日中両国の架

け橋となり，グローバル社会で生きる資質や能力を備えた人材の育成を目的とした教育へと変

化してきたと推察される。 

 

２  国際競争力の強化のための LOTEs 教育重視 

中国の中等教育では外国語教科が選択必修科目であり，多くの学校では LOTEs 学科が開設

されている。日本語科を開設した学校では，学習者たちが入学時に日本語か英語を履修するこ

とを自由に選択することができる。これまでの外国語学科では英語，ロシア語と日本語の学科

だけに高校の「課程標準」6があるが，2017 年版の「高中課程方案」7の公布とともに，スペイ

ン語とフランス語，ドイツ語の課程標準も打ち出された8。このように，中国においては，学校

教育の質の向上のために，選択必修科目として LOTEs 学科の教育の充実が行われてきた。 

LOTEs 学科の教育が一層重視されてきている背景には，改革開放後，国際貿易活動において

国内企業の競争力を強化するために，中国では国民全体の外国語能力の向上が国家戦略上の重

要課題とされていることがある。沈騎9（2019）によれば，改革開放以来，先進国の発展経験や

科学技術をいち早く吸収するために，中国の学校外国語教育はロシア語を中心にした状況から

脱却し，英語教育の普及が求められてきた。さらに，21 世紀に入り，WTO への加盟や「一帯
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一路」政策以降，英語以外の言語を公用語とした国・地域でのビジネス事業及び国際協力にお

ける中国国内企業の展開をさらに促進するために，各国の公用語でコミュニケーションできる

人材の育成の加速が求められてきた。このように，外国語人材の多様化という国家戦略におい

ては，LOTEs 教育の普及が急務となり，その中で日本語教育が重要な一環として位置づけられ

てきた（林洪・徐一平10, 2019: 72; 日語課程標準研製組11, 2003: 162）。 

 

３  高等学校の多様化・特色化政策によりもたらされた特色ある外国語教育の創出 

さらに，高校の多様化・特色化政策が，高等学校における日本語教育による特色ある外国語

教育の創出を保障している。中国は 1960 年代から行った重点校・模範校政策に継ぎ，2010 年

の「国家中長期教育改革及び発展計画要綱（2010－2020)」12により，高校の多様化・特色化政

策を打ち出した。野澤・王13（2021）によれば，多様化・特色化政策は，重点校・模範校政策

の，優秀な人材を育成するという機能を継承しながら，全国的な高校教育の普及や非重点校に

対する支援等教育公平に関する課題に取り組むために打ち出されたものであり，次世代に生き

る学習者たちのニーズに応じて新たな教育実践を創出し，学校特色づくりを図っている政策で

ある。この政策のもとで，各学校は，自身の状況をもとに，学校の特色を生かし，様々な教育

実践を開発することができる。日本語教育においても，蘇州第三中学校，上海甘泉外国語学校

などの学校が，それぞれの省14で日本語教育を特色とした学校として特色学校と認定された15。

このような教育行政制度改革は，中国の中等教育段階学校が自身の教育理念をもとに日本語教

育の特色を創出することを保障しているのだろう。 

これまで考察したように，社会的必要性の高まり，国際競争力の強化のための LOTEs 教育

重視並びに，学校中心型の特色創出などの要因が複合的に作用したことにより，近年中国の高

校において日本語教育が急速に展開されてきたと推察される。現在，中国の高校日本語教育は，

「立徳樹人」16（道徳心を培い，人間性を育む）の教育理念に基づき，日中両国の架け橋の役割

を果たす国際的な人材を育成し，「国民素養」の育成を目標として，斬新な発展段階に入ってい

ると林洪17（2021）が指摘している。このように，外国語を特色とする学校はさらに増える傾

向があるため，今後高校の日本語教育がさらに展開されていくと考えられる。 
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第２節 中国の高等学校における日本語教育の実践的課題 

１  教育課程改革の推進による主体的な学習の重視 

学校日本語教育の急速な展開では，世界的な動向を踏まえた，中国の教育課程改革の理念を

具現化することが急務となっている。21 世紀の知識基盤経済18時代の競争に適応する人材の育

成19（鐘啓泉・崔允漷・張華, 2001: 3-4）のために，中国教育部が 2001 年に新たな教育課程，

「高中課程方案」及び各学科の「課程標準」を打ち出し，「素質教育」20を目指す「自主・合作・

探究」学習を図る教育改革を推進してきた。 

近年，OECD による「キー・コンピテンシー」という学力観の提案21につれ，世界各国も，

次世代の社会に生きるのに必要な資質・能力として新たな学力観を打ち出し，それへのシフト

を推進してきた22。この流れの中で，中国でも「次世代社会で自己を実現しながら社会の進歩を

担う」ために必要な資質能力として 2017 年に「中国学生核心素養」23（以下「核心素養」）が

提案された。「核心素養」を中核的な概念として，2017 年年末に打ち出された「2017 年版高中

課程方案」及び各学科の「課程標準」24は，「自主・合作・探究」学習を図る教育改革をさらに

深めた。 

「自主・合作・探究」は，自ら自分自身を省察しながら，自主的・協働的・探究的に学習す

るという意味であり，「核心素養」の育成を目指す質の高い教育を実現するために打ち出された，

学習のあり方を示す理念である25（鐘啓泉・崔允漷・張華, 2001）。「核心素養」は「キー・コン

ピテンシー」が中国でローカライズされた概念である。それは，学習者に生涯発達と社会発展

のニーズを満たせるように，各学校教育段階において段階的に育成する品格と能力と言われて

いる26（林崇德, 2017）。「核心素養」の中核に位置づけられたのは，「省察性」(reflectiveness)と

いう概念である27（OECD, 2005)。「省察的な思考は比較的に複雑な心理過程を求め，思考過程

の主体がその対象になることを必要とする」と OECD28(2005: 8)が述べたように，省察とは，

省察の対象である自分自身に立ち返り，自分のことを考え続けることで，自分の考え方や行動

を常に調整することであると考えられる。換言すれば，省察の過程は探究もしくは問題解決の

過程であり，省察性は人間の心の主体性を反映しているのである29（張華, 2016）。このように，

中国においても，次世代を担う人材育成を目指し，生涯学習に不可欠な資質・能力として主体

性が求められており，なおかつ，思考力や問題解決能力などの高度の資質・能力の育成のため

に，主体的な学習を保障する授業環境の構築が必要とされている。 
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２  主体的な学習の実現をめぐる日本語教育の理念と現状のギャップ 

この動向を見据え，日本語課程標準（2017 年版）の改訂は，生活，人文，社会，自然という

4 種類の内容をテーマにした語学学習の強化を求めている。主体的な学習を支える外国語授業

を作るためには，学習者が十分なコミュニケーションをとれる環境の構築が必要であろう。外

国語授業において，題材としてこれらのテーマが取り上げられることによって学習内容が充実

し，興味関心のある内容について深く考えさせ，自分の見方・考え方を積極的に表出するよう

促し，さらに，習得した言語知識を実践するための足場を構築することが可能である30（Coyle, 

Hood & Marsh, 2010）。このように，日本語課程標準（2017 年版）の改訂における文化と言語

を統合する教授法の推進は，学習者の興味関心の導入による自発的な言語使用環境の構築を通

して，主体性重視の理念を具現化したものであるといえる。 

現在，いかに教育実践現場で「核心素養」の育成に関する理念を貫くのかが現場の教員と研

究者両方の注目を集めているのに伴い，中国の学校教育改革は本格化した31。日本語学科にお

いても，教育改革理念と実際の授業実践の間のギャップを埋める実践研究が必要とされている

32。しかしながら，主体的な学習について，中国の高校日本語科教師から，授業に興味関心を取

り入れているにもかかわらず，「学習者はやる気がない」といった現状に関する指摘が相次いだ

33。これまでの日本語教育分野の研究では，学習者の日本語学習動機の低いことを授業での学

習意欲不足の原因として挙げ，学習者の興味関心を取り入れた授業工夫の検討により，学習動

機を高めることが必要とされた34。しかし，前述したように，中国の中等教育においては，外国

語科が選択必修制である。そのため，日本語科を開設した学校では，日本語学習者が自主的に

日本語学習を選択して学び始め，明確な学習動機を持っているといえよう。さらに，中国，特

に都市部の学校の日本語学習者たちは，日常生活やインターネットでの日本文化の接触や，日

本留学に関する機会が多くある。このような現状を踏まえて考えると，興味ある日本文化の接

触により日本語学習の動機が高まっている35と考えられるにもかかわらず，学習者の興味関心

を取り入れた授業工夫の効果が限られているのには，何か他の原因があるのではないかと考え

られる。 

 

第３節 外国語授業構成論におけるアイデンティティの視点 

１  周縁化の状況が存在する可能性 

外国語学習者の消極的な学習行為を理解するためには，消極的な学習行為は情意要因36 

(Krashen, 1982)だけでなく，マクロ的，そしてしばしば不公平な社会構造との関係を切り離し



 

5 

 

て理解することはできないと Norton37（2013: 156）が指摘した。外国語学習の動機が明確であ

るが授業で学習しないという課題に対して，学習者が授業で「周縁化(marginalization)される

と自分の意見を言えずに発言をもがいている（struggling）」ことが原因となり得ると Norton38 

(2000: 16)は述べている。Norton39(2000)によれば，周縁化とは，語学授業の参加から不参加に

変わり，最終的に授業から退出するのに伴う，アイデンティティの変化の過程である。すなわ

ち，外国語学習において，その主体者として存在できず，学習活動の周縁部に追いやられてし

まうならば，学習者は学習活動に参加したくともできず，発言したくともできない。このこと

から，主体的な外国語学習のためには，もし授業に，学習者を沈黙させる周縁化が存在するな

らば，周縁化の原因を考察し，周縁化される状況の改善について検討することが必要であると

いえる。 

 

２  周縁化の改善を目指すために社会・文化の内容学習を工夫する必要性 

学習者はもはや強力な制度によって受動的に学習するのではなく，また，他人から教えられ

たことを学ぶだけでもない。彼らは主体性を発揮し，他人の認識や制度的な偏見を変え，なり

たい自分になる，すなわち望ましいアイデンティティ獲得のために努力するのである40（Lantolf 

& Pavlenko, 2001）。外国語学習は，近年の「social turn」41（Block, 2003），すなわち第二言語

習得を個人の心理過程だけでなく，社会・文化的な言語実践としてとらえる方向性が示すよう

に，学習者が外国語学習により自分と社会の関係を絶えず再構築する過程として捉える必要が

ある。外国語学習者の究極の目標は，目標言語集団の一員になることであろう42（Gardner & 

Lambert, 1959 など）。目標言語集団とは，例えば日本社会など，当該言語を用いる社会や文化

の集団を指す。主体的な外国語学習を図るためには，社会・文化に関する内容学習により，目

標言語集団に対する認識を深めながら，その集団における自分に対する期待を考え続けるよう

に導くことでアイデンティの再構築を促進することが必要と言えよう43（Norton, 2001）。すな

わち，外国語学習を望ましいアイデンティティ獲得に繋がる行為として捉えることで，外国語

学習における周縁化がどのような時に生じうるのかといった周縁化の原因を明らかにすること

が可能となり，その改善のための授業構成について示唆を得ることができると考えられる。 

外国語教育においては，CBI（Content-Based Instruction，内容重視型学習）や CLIL（Content 

and Language Integrated Learning，内容言語統合型学習）など，社会・文化の内容を重視する

教授法が開発されてきた。しかしながら，これらの方法のほとんどが文化を暗黙のうちに扱っ

ているようで，外国語教育においては意図的に文化そのものの教育を省略しようとする傾向が
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あるといえる44（Larsen-Freeman & Anderson，2013）。Larsen-Freeman et al. 45 (2013) はこ

れまでの外国語教授法を概観した上で，これらの教授法は文化を利用して言語習得を促進して

いるが，文化自体が学習の対象ではないと指摘した。換言すれば，これらの教授法は社会・文

化の内容が言語習得に与える促進効果を肯定したが，その（社会・文化の）内容学習を自明視

した。世界中の内容重視型授業において，社会・文化の内容学習による言語習得の促進効果が

報告された一方で46，詳細は第２章で後述するが，教師が豊富な内容を取り上げたにもかかわ

らず，学習者が自分の考えを否定され，発言を許されず，自らその授業から退出した事例研究

も見られる。 

したがって，社会・文化の内容をどのように教えればよいかについてさらに検討することが，

主体的な学習を目指す外国語教育の授業改善の方向の１つであるといえる。 

 

第４節 研究目的と各章の構成 

そこで，本研究は，中国の高校日本語科教育において学習者の主体的な学習を促す実践課題

に取り組むために，学習者の授業における周縁化の原因を検討し，それを踏まえた授業構成原

理を明らかにし，授業モデルを作成することを目的とする。 

研究目的を達成するために，図 1-1 に示すように，まず，第二言語習得の主体性に関する先

行研究を踏まえ，中国の日本語教育の授業改善の課題を検討する。（第２章） 

次に,中国の日本語教育において第２章で析出した課題に取り組む必要性を示すために，実際

の授業で実証的に考察する。（第３章） 

そして，第２章で析出した課題に取り組むために，どのような構成原理が求められているの

かをモデル授業の開発を通して検討する。（第４章）  

さらに，実験授業のデータ分析により，授業モデルの効果を考察する。（第 5 章） 

最後に，以上の考察をもとに，本研究の成果と今後の課題を明らかにする。（終章） 
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図 1-1 各章の構成 
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第２章 主体的な外国語学習を図る授業構成に関する実践的課題 

 

現代社会において，仕事や旅行などで国家間の移動が当たり前となり，総合的な外国語運用

能力ならびに，生涯にわたって外国語学習を継続する態度を養うことが求められている。この

ような教育目標の高度化と長期化に伴い，学習者の主体性を育むことが外国語授業の方法かつ

目標として必要とされている47(DFG , 2016)。主体的な外国語学習を促すために，学習動機に

関する研究( Crooks & Schmidt48, 1991; Dörnyei & Ushioda49, 2009; Gardner & Lambert50, 1959

など)が 50 年以上にわたって行われており，動機づけに関する授業方略51(Dörnyei , 2001)も教

育実践現場でよく使用されている。このように，第二言語習得分野においては，成功する学習

者は内発的な動機づけと自律性を兼ね備えた積極的な学習者52 (Ushioda , 2003)として捉えら

れており，学習動機を高めることにより，主体的な外国語学習を促すことが重視されてきてい

る。 

近年，外国語学習の主体性の社会的側面が注目されてきている。例えば，Lantolf & Pavlenko53 

(2001: 148)は，主体性は決して特定の個人の「財産」ではなく,周囲の人々や社会全体との間で，

常に共同構築され，再交渉される関係性にあると指摘している。この背景を受け，社会構造や

アイデンティティとの複雑な関係における外国語学習の主体性の形成・変化を示す事例考察が

多くなされてきた(McKay & Wong54, 1996; Norton55,2000 など)。これらの研究では，主体性は

人のアイデンティティと社会的な構造の相互作用の中で形成されていると示されたため，主体

性に関する外国語教育の実践課題に取り組むためには，学習動機という個人中心の視点以外に

も，社会的な側面から関係論的な検討を行うことが求められている。 

そこで，本章では，中国の高校日本語科の日本語教育における主体性に関する教育改善の課

題を明らかにするために，外国語学習者の主体性に関する研究動向を整理し，関係論的視点か

ら，主体性を尊重した外国語学習を図る授業構成に関する実践的課題を検討する。 

 

第１節 社会的視点から捉えた第二言語習得の主体性 

１  主体性の定義の二面性 

主体性（agency）とは，個人的または社会的変革をもたらす目標を追求するために，人々が

選択し，コントロールし，自己調整する能力である56(Duff, 2012: 417)。われわれの主体的な行

為の根底には自己意識がある57(Korsgaard, 2009: 19)一方，社会的行為者であるわれわれは，社

会関係の構造的な制約を受けると同時に，共同体の一員として社会の形成に貢献している
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58(Bourdieu & Wacquant ,1992: 167-168)。換言すれば，主体性は個人と社会の両側面から捉え

ることができると考えられる。その両極端は Parsons59 (1968)が示した。それによれば，主体

性を捉える極端では，決定論(determinism)という，個人の行動が全て社会的な状況(social 

condition)次第であるという捉え方がある。これに対して，社会環境の影響を受けず，個人の行

動が全て自律性(autonomy)次第であるという捉え方もある。しかし，社会構造を強調しすぎる

と行為者の力が過少視されるようになり，個人を強調しすぎると，時空間が我々に与えるリア

ルな制約が無視されてしまうようになる (Carter & Sealey60, 2000; Gkonou61, 2014)。つまり，

我々の行為を一元的に簡略化にすることで生成された理論は必ずしも行為者と社会の複雑関係

をうまく説明することができない。 

 

２  アイデンティティ構築に必要な資本を獲得できる場 

第二言語習得分野においては，学習動機以外にも，目標言語集団とのつながりが外国語学習

者の主体性に影響を及ぼすことが，Nortonの研究(Norton Piece62, 1995; Norton, 200063; 200164)

により注目されるようになってきた。当時の多くの理論が，動機を学習者個人の個人変数とし

て捉えたうえで，·目標言語の学習を失敗した原因は学習者が学習に積極的に関与していなかっ

たことだとしていた65（Norton Piece, 1995）。 

消極的な外国語学習に関連する社会的要因を検討するために，Norton(200066; 200167)は，語

学授業の参加から不参加に変わり，最終的に授業から退出するのに伴うアイデンティティの変

化を周縁化(marginalization)として捉え，カナダ社会における成人移民５名の英語習得過程を

考察した。考察対象の中の２名，Katarina と Fericia が，学習動機が高いにもかかわらず，英語

学習をめぐる教師との意見対立（Katarina は教師にパソコンスキルの学習のための英語能力があ

ることが否定された。Fericia は授業で母国ペルーの生活について発表したが，まとめの時に教師に

「主要国ではない」という理由で省略された）が起きたため語学学校の英語学習を諦めたと報告

されている。このように，Norton は授業の実践共同体におけるメンバー間の力関係がカナダの

女性移民学習者に加えた制約を検討したことにより，学習動機が高いにもかかわらず消極的に

学習し，ないし授業から退出することが起きる可能性を示した。 

学習者個人の背景にある力関係が及ぼす影響を検討するために，Norton は Bourdieu68 

(1977)をもとに，学習者の主体性を「投資」として概念化した（Lantolf & Pavlenko69, 2001）。

Norton70(2013: 50-51)によれば，学習者は外国語学習を通して，必要な文化資本，すなわち外

国文化や言語技能などを獲得し，また獲得した文化資本を通して，望んでいる社会関係資本，
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すなわち目標言語集団成員との人間関係を築くことを求めており，さらに資本の獲得に伴い，

学習者は絶えずアイデンティティを再構築する。 

Norton が提案した投資の概念を踏まえて考えると，外国語授業は学習者が望ましいアイデ

ンティティを構築するために必要な資本を獲得できる場として捉えることができる。従って，

学習者が聞く，話すなどの 4 技能を練習する機会がそこで十分に獲得できると思えば，積極的

に外国語学習を行うことが考えられる。しかしながらその一方で，たとえ技能練習の機会が得

られても，その授業で自分の発言が許可されず，自身のアイデンティティが認められないと判

断する場合，そこで時間やお金の資本を投入しなくなり，周縁化してしまうだろう。換言すれ

ば，外国語学習の意欲は必ずしも個人変数としての学習動機と同一視できるとは限らず，明確

な学習動機を持っている外国語学習者の場合でも，その学習意欲の変容は，授業での言語実践

の機会次第であることが示唆される。 

 

第２節 正統的周辺参加論の視点からとらえた外国語学習者の主体性 

外国語学習者が外国語を練習する機会がどのように社会的力関係の影響を受けるかをさらに

検討するために，個々の外国語学習者を社会的な状況と結びつけることができる，包括的な理

論が必要であろう。このような理論として，正統的周辺参加論が指摘できる（Norton,200071; 

200172; Duff73, 2002; Lantolf & Pavlenko74, 2001 など）。 

本節では，正統的周辺参加論をもとに，外国語学習者の言語学習はいかに教室の実践共同体

の力関係の影響を受けるかについて検討する。 

 

１  外国語学習者のアイデンティティ構築 

正統的周辺参加論は，状況論に依拠する学習理論であり，Lave & Wenger75（1991）によって

状況的学習として提唱された概念である。正統的周辺参加論において，学習とは実践共同体に

参加してアイデンティティが構築される過程であり，最初は周辺的位置から始まり，最終的に

中心的メンバーになる学習プロセスである。そのプロセスの中で，最初の段階でも学習プロセ

スに正規に参加しているという意味で「正統的周辺参加（legitimate peripheral participation）」

と呼ばれ，最終的な段階は「十全的参加（full participation）」といわれている。一方，中心的メ

ンバーにならない状態で周辺的位置に留まり，最終的に共同体を離れることは「周縁的参加

（marginal participation）」と呼ばれる76。 
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正統的周辺参加論を踏まえると，外国語学習者のアイデンティティとは，「自分の未来への可

能性，自分と世界との関係，そしてその関係がどのように時空間を超えて構築されていくのか」

77（Norton, 2013）も含めて自分が何者であるかについての自己定義と言える。そのため，正統

的周辺参加論の視点から，外国語学習は，学習者が授業で目標言語を話したり，読んだり書い

たりするたびに，他の授業参加者と情報交換だけでなく，自分が何者であるか，自分が世界と

どのように関係しているかということを理解しながら，授業での自分の位置づけを交渉してい

る過程として捉えることができると考えられる。 

このように，外国語学習者は言語を学び使用することにより，自分のアイデンティティを構

築しているといえる。 

 

２  授業の実践共同体に埋め込まれる外国語学習者 

正統的周辺参加の過程において学習者の持続的な成長を支えるのは，共同体参加における正

統性(legitimacy)と周辺性(peripherality)である78（Wenger, 1998）。 

その中での正統性とは，学習者が実践共同体の正規メンバーとして存在しうることであり，

多くの場合，実践共同体の中心的メンバーがそれを認める権限を持つ（Lave & Wenger, 1991）。

共同体の力関係の中心に置かれるメンバーに認められないとその共同体から排除されるため，

この特性は学習者が実践共同体に参加する前提であると言える。 

外国語学習者は，目標言語集団あるいは授業の実践共同体において，その語学の未熟故に十

全的参加は難しい。しかしながら正統性が認められれば，周辺的にでも参加は可能となる。こ

のことは逆に，正統性を認められなければ周辺的参加すら叶わず，周縁的参加すなわち周縁化

してその共同体を離れざるを得なくなることを意味する。外国語授業の場合，言語活動におい

て，発言に対する教師の許可の如何によって外国語学習者の授業参加の正統性が決まると言え

る。 

 

３  他のメンバーとの競争関係にもある外国語学習者 

ウェンガー・マクダーモット・スナイダー79（2002: 33）によれば，実践共同体とは，「ある

テーマに関する関心や問題，熱意などを共有し，その分野の知識や技能を持続的な相互交流を

通じて深めていく人々の集団」である。この定義から，実践共同体のメンバーが，お互いに協

力しながら同じ目標に向かって努力するという対等的な関係にあるといえる。 
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一方学習者は，共同体に参加するために，他のメンバーとの比較を通して有能な学習者であ

ろうとし，より優位な立場を求めている。レイヴ・ウェンガー80（1993）によれば，実践共同

体においては学習者の成長の連続性と，成長に随伴する置換との矛盾がある。周辺的参加者は

十全的参加者へ成長することで実践共同体の中心的な位置を占める一方で，将来他のメンバー

の成長により自分が取って代わられる可能性もある。このことから，学習者は自身と同様に十

全的参加を求める他のメンバーとの競争関係にもあるといえる。 

そのため，より良い学習者になりたいという強い意欲にもかかわらず，能力不足の学習者が

競争圧力を受けてより良い位置に移動することが困難となる。Wenger81(1998)によれば，この

状況に置かれる学習者のアイデンティティは，自身と実践共同体との関係を不参加の視点から

理解する特性，いわゆる周縁性（marginality）を形成し，その場合，学習者は，周辺的位置に

置かれる状態が長く持続していくと認識し，学習への参加を諦めがちである。 

 

第３節 学習者の周縁化をもたらす外国語授業の状況 

一般的に，外国語によってアウトプットする機会があれば，自分の伝えたいことと自分の伝

えられることとのギャップに気づくことができ，そのギャップを埋めるために，既習の言語知

識を意識的に省察することが促されるだろう82（Swain, 1995）。つまり授業で社会・文化の内容

を取り上げるという工夫によって，学習者に対して自発的に発言する機会を保障することが，

主体的な外国語学習を促す。しかしながら前節で述べたように，学習者が自分の発言が許可さ

れない，あるいは競争関係の中で周辺的位置に置かれ続けると判断した場合，学習者は周縁化

し発言を控えると考えられる。では，どのような外国語学習の状況が，学習者にそのような認

識を形成させ，周縁化に導くのか。 

 

１  教師との対立 

この課題について，Norton83(2000)などの事例考察が示唆的である。前述したように，

Norton84(2000)では，Fericia という女子学生が母国ペルーの生活について発表しようとしたと

き，教師に「主要国ではない」という理由で省略されたことが見られた。このことにより，彼

女は学習動機が高いにもかかわらず，その授業から退出したと報告された。また，Menard–

Warwick85(2009)の授業考察では次の事例があげられる。ホームレスについての議論の中で，

Sabah がカリフォルニアと自国のホームレスの人々との個人的な経験を紹介しようとした。し

かし，教師は，Sabah の意見と矛盾する教科書の一節を提示した上で，彼女の考え方が間違っ
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ており，無関係だと指摘し，その発言を中断させた。これらの事例から，教師が授業で外国語

練習の機会を設けるために様々な社会・文化の内容を取り上げて授業を構成しているが，その

指導が学習者のアイデンティティと衝突した場合，学習者は自発的な発言をやめ，周縁化しが

ちと言える。 

 

２  学力格差による非対称関係 

カナダの大学での６名の日本人留学生を対象にした Morita (200486 ; 201287)は，英語学習者

が自分の推定した授業状況の違いに応じてアイデンティティを変容させる過程を示した。考察

対象の Emiko は，言語学の授業で自分の英語発言が自分に対する他者からの評価の低下をもた

らすことを懸念し，授業では沈黙しがちであった。このような授業参加の仕方によって Emiko

のストレスは軽減されたものの，そうした長い沈黙により Emiko は授業活動で周縁化され，い

っそう発言機会の獲得が困難になっていった。このように，社会・文化の授業工夫を行わない

場合，学力格差による非対称関係の劣位に置かれる学習者が周縁化し，学習を諦めがちである

と示唆された。 

これまで考察したように，社会・文化の内容を取り上げる授業構成の工夫は，主体的な学習

を促すと思われる一方，社会・文化の学習によりもたらされた教師と学習者との対立の状況に

おいて，自発的な発言をやめ，周縁化しがちであると示された。さらに，言語知識・技能の習

得を中心にした授業においても，学力格差によって周縁化が起きる可能性が示唆された。すな

わち，自文化に対する否定や自身の考えあるいは自身の学力に対する否定は，まさに学習者の

アイデンティティの否定であると言える。 

 

３  興味関心があるにもかかわらず外国語学習意欲低下という課題への示唆 

学校には独自の文化，能力観や指導体制があるだろう。しかし「学校の実践が自己完結的に

なれば，（中略）学校での学習は，学校での学習に過ぎないのである」と Wenger88(1998 :267)

が指摘した。外国語授業の場合，言語の知識・技能の練習を中心にした授業では，学習者が他

のメンバーとの競争の関係に巻き込まれ，既存のアイデンティティの維持までも困難になって

周縁化しがちである。 

しかし，外国社会・文化の内容を導入した授業であっても学習者が必ずしも主体的に学習す

るとは限らない。社会・文化の内容学習により周辺的な参加を支えるとき，教師は目標言語集

団への案内人のような役割を果たしているだろう。しかし，教師が社会・文化の内容の教授で
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自分の権威に固執し，あるいは学習者の生活や背景を無視する場合，学習者に「自分に意味の

あるアイデンティティと学習との間の選択を迫り，その選択は彼らの社会的・個人的な生活と

学校での知的な関与との間に矛盾を生じさせる」89(Wenger, 1998: 269)。この状況では，学習

者が自分らしく授業に参加し続けることが困難となり，すなわち授業の実践共同体に参加する

正統性を失ったと感じることになる。 

つまり，正統的周辺参加論から見れば，外国語授業で興味関心があるにもかかわらず学習意

欲低下という状況は，社会・文化の内容学習により周辺的な参加を支える授業方略がかえって

学習者の正統性を失わせ，周縁化を助長したことに起因するのではないかと考えられる。 

次の節では，実践事例の考察を通して，外国語授業への正統的周辺参加を支えるためにはど

のような授業構成が必要なのかについて検討する。 

 

第４節 主体的な参加を図る外国語授業開発の取組みと課題 

１  主体的参加を図る授業実践の方法 

外国語授業を，「さまざまな歴史，投資や未来への願望を持つ学習者たちのための可能性の場

として再構築する」90（Pavlenko & Norton 2007: 598）方法を探るために，世界各地で授業実践

考察が行われてきた。 

共同体参加プログラムの活用 その中で，共同体参加プログラムを活用した方法として， 

Yashima & Zenuk-Nishide91 (2008)が挙げられる。日本の高校生 165 名を対象にした調査を行

った Yashima et al.92(2008)では，短期留学プログラムの英語学習に対する促進効果が国内学習

より高く，なおかつ，模擬国連を中心にした内容重視型学習のプログラムの促進効果が進学プ

ログラムより高い結果が得られた。この結果をもって，Yashima らは，理想のアイデンティテ

ィ形成に大きく関連する共同体，いわゆる「想像の共同体」につながる授業活動に参加するこ

とが主体的な外国語学習をもたらすと示した。 

同様に，Ai & Wang93(2016)が中国の大学英語授業で，学習者のアイデンティティの(再)構築

を求めるために，ローカルコミュニティとも目標言語集団とも異なる「第３の空間（third space）」

の構築の試みを報告した。 

Ai et al.94(2016)は，英語学習への投資を，英語を使う権利を主張するためのアイデンティテ

ィ構築への投資とみなした。そのうえで，母語話者でもなく目標言語母語話者でもない「ハイ

ブリッドのアイデンティティ」の構築を保障するためには，「彼らのアイデンティティ（再）構

築のための可能性を秘めた生産的な空間」(ibid.: 4)，いわゆる「第３の空間」が必要になると
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考えられている。そのため，3 週間のコースでは，Ai は外国人教師 1 名と協力しながら，Ai 自

身のオーストラリア留学の海外経験を手がかりに，他の学習者及び教師との対話により，自分

自身を振り返って見つめ直し，アイデンティティを(再)構築することを求めていた。 

媒介物を通した経験の共有 また，媒介物を通して自他の経験を共有する授業実践もある。

例えば，Norton95（2013）は，カナダの女性移民の学習者を対象に，カナダでの生活の悩みな

どについて日記に書かせ，それを授業での討論に持ち込ませるという「日記研究」（diary study）

教授法を実践している。 

類似する研究として，「digital storytelling」の技法，すなわち写真や一人称の動画を組み合わ

せて制作した物語により自分自身の経験を共有させる，カナダの移民の中学生を対象にした

Darvin & Norton96(2014)や，絵と写真を媒介としてウガンダの小学生英語学習者の対話を図る

Kendrick & Jones97（2008）などが挙げられる。 

このような授業では，学習者は自分も他者もそれぞれのソーシャルネットワークの一員であ

ることを確認し，お互いのもつ文化資本を認め合い，アイデンティティを確認することができ

る。それによって，英語学習への主体的参加が保障され促されていると言える。 

価値観・イデオロギーの交換 取り上げる題材の工夫によって価値観・イデオロギーの交換

を促す授業実践として，Liu98(2019)が挙げられる。Liu99(2019)は，中国の高校英語授業におい

て，「アイ・アム・レジェンド」や「ブレードランナー」など，厳選された SF 映画や小説を題

材として，批判的思考力と高度な英語運用能力の向上をねらいとした。 

「アイ・アム・レジェンド」の舞台は，癌を治療するために作られたウイルスによって人類

の大半が死滅し，ごく一部の人間がダークシーカーと呼ばれる敵対的なミュータントになって

しまった後のニューヨークである。同様に，「ブレードランナー」は，未来の人類と，本物の人

間と同じように生体工学的に作られたレプリカントの物語である。このような SF 映画の素材

をふまえ，教師は学生に医療や技術の倫理について英語で討論させた。さらに，ジョージ・オ

ーウェルの『1984 年』での反ユートピアの挿絵を通して，「医療や技術の進歩の未来は，必ず

しも明るいものではない」(ibid.: 3)という観点を提示し，イデオロギー関連の課題についての

批判的な思考を促している（ibid.）。 

これまで考察したように，これらの授業実践では，多様な方法で社会・文化の内容学習活動

を行い，自発的な意見表出を保障する対等な立場を提供できるような授業が作成されたと言え

る。これらの授業実践の特徴として，学習者が自分自身を見つめ直すのを図るために，授業の
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構造もしくは内容の選択には，学習者の経歴を国レベルだけではなく，ジェンダーや年齢など

重層的に捉えることが前提とされていることが見出される。 

 

２  社会・文化の内容の押し付けによりもたらされた沈黙 

外国語学習者にとって，国や民族は確かに自分のアイデンティティの重要な一部である。し

かし，国レベル以外の学習者の経歴や社会の力関係における立場を無視すると，学習者が自分

の意見や判断を発言できなくなる。例えば， Lee100 (2015)は，カナダの批判的対話を重視する

大学 ESL(English as a Second Language)プログラムにおいて，当該社会・文化での価値判断に

ついて安易に一般化したことが学習者の授業発言に消極的な影響をもたらしたと報告した。 

Lee101（2015）では，次のような授業中の発話が見られた。 

Data. 狂牛病の社会的影響についての討論で，発表者の一人である日本の学生，Rei はクラ

スに「もしカナダ政府がカナダ産牛肉の安全性を発表し，低価格で提供したら，あなたは自

分の国がカナダ産牛肉を輸入すべきだと思いますか」という質問を投げかけた。 

Rei は，16 人のクラスで Rei 以外の唯一の日本人学生である Tamara からの反応がないこ

とに気づいた。 

「日本はどうなの？」と Rei が質問し，それを受けて教師の Julie が体と視線を Tamara に

移して「日本の代表？」と質問した。 

Tamara は「わからないわ，うーん......」と口ごもり始めた。 

「日本がカナダ産の牛肉を輸入していないことを知っているでしょう」（Lee, 2015: 86） 

上記の発話データにおいては，教師の質問が個々の学習者に，自国への学習者の視点を自国

の代表的な観点として同質化させ，なおかつ教師の所属する国家社会の正当性に相対するもの

として定位させている。 

このような授業方略は，「正確」な世界観を自明な理としており，さらに，学習者の自己決定

と社会の決定を同質的なものとしてとらえることで，「社会の側からイデオロギーを」学習者に

「押し付けてくる社会化(socialization)の圧力」になっている（溝口，2001102；2002103）。換言

すれば，このような授業では，取り上げる社会・文化の内容自体は現実的なテーマで充実して

おり，それらを学びその社会・文化に参加できるようになるという学習者の望むアイデンティ

ティの獲得を図るものである一方，カナダと日本との両国の社会における主流の見方・考え方

だけ授業に取り入れることは，学習者が自分の意見や判断を発言することの正統性を損ない，
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制限する恐れがある。もし学習者が授業内容の背景にあるイデオロギーと衝突する場合，そう

した折角の工夫が学習者の沈黙をもたらし，周縁化を助長するだろう。 

そのため，外国語授業では，学習者のアイデンティティの一面，特に「本質主義的な民族ア

イデンティティ（ヨーロッパ人，インド人など）」だけではなく104（Norton，2013: 9），ジェン

ダー，年齢，社会階層などのアイデンティティの側面に関して，特定の文化及び社会的事象に

対して学習者がそれぞれ異なる立場をとる可能性を考慮する必要があると考えられる。 

 

３  価値観形成の授業構成を求める必要性 

ただし，社会・文化に関する豊富な内容が取り上げられたにもかかわらず，一方的に知識を

詰め込む授業ならば，学習者が学力による非対称な関係に置かれることで，周縁化する恐れが

あるだろう。また，このような授業は，望ましいアイデンティティの獲得という学習者のニー

ズを満たすことが難しく，自己表現や意見交換を促す機会を逸する可能性がある。 

そのため，学習者たちの発言が否定されずに許可される，また，関係性が非対称でない学習

状況を作るには，社会・文化に関わる内容の工夫が必要である。この点で，誰もが意見を持つ

ことが許され，その発言も相互に奨励されるという社会的価値観についての授業は，その内容

のみならず授業構成が参考になると考えられる。なぜなら，そうした多元的な価値観の存在に

気づかせる授業では，教材の中で描かれる社会に多様な価値観があるだけでなく，学習者間に

も様々な意見や価値観があり，それを表明できるよう構成されているからである。このような

多様な価値観を学び意見交換をする価値観形成の授業は，社会系教科教育の研究において多く

蓄積されている。 

以上から，「これは私の答え，私の考え方」105（Lee, 2008: 103）と発言できるように，「学習

者を沈黙させる傾向を改善するために，」社会的論争問題を取り上げ，目標言語集団に「存在す

る多様な視点を理解し」，目標言語話者の「意見との共通点を見つけることが可能であると認識

する」106（Menard-Warwick, Mori, Reznik & Moglen , 2016: 566）ことを目指す価値観形成を

図る授業論理の検討が必要であると示唆された。本研究は，自分自身の立場から意見を表出す

る機会の保障を主体性尊重の外国語授業開発の最重要課題としてみなし，この課題に取り組む

ために，社会系教科教育で蓄積された価値観形成の研究成果を外国語教育に取り入れて，改善

授業の構成原理を検討する。 
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第５節 小結 

本研究の目的は，中国の高校日本語教育の授業改善に関する授業構成原理を明らかにするこ

とである。そこで，以上の考察を中国の高校日本語科の日本語教育における日本語教育に適用

し，下記の 3 つの課題を検討することにより，日本語教育における主体的学習を促す改善授業

のモデルを開発する。 

課題 1 

日本語学習の授業において周縁化が起きる要因を検討する。具体的には，日本語に関する知

識重視の授業と，自国と他国の社会・文化の内容を題材とした授業とにおける学習者の学習過

程の比較を行い，学習者が自分自身の立場から意見を表出する機会が保障されうる社会・文化

の内容を取り上げた，授業構成の必要性を確認する。 

課題 2 

日本語学習者に自分の意見の表出機会を保障する授業構成を開発するために，社会系教科で

蓄積された価値観形成の授業構成原理をもとに改善授業の構成原理を検討する。 

課題 3 

開かれた多元的な価値観形成の授業構成原理に基づいて日本語の授業を実施し，主体的な日

本語学習への促進効果が見られたかを検討する。 
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第３章 中国の高校日本語科授業における周縁化 

 

本章では，日本語学習の授業において周縁化が起きる要因を検討する。 

第 1 章で述べたように，外国語学習の動機が明確であるが授業で学習しないという課題に対

して，学習者が授業で「周縁化されると自分の意見を言えずに発言をもがいている（struggling）」

ことが原因となり得る107（Norton, 2000, p.16）と考えられた。目標言語の練習が第二言語習得

にとって重要であるため，周縁化の原因を考察し，周縁化される状況の改善について検討する

ことが必要である。 

日本語授業における学習者の位置づけについての検討は，三代108(2011)などが挙げられる。

しかし，三代らの研究は，授業で「正統な話者」として日本語を話したりする学習者に注目し，

アイデンティティを中心に日本語学習を促す要因を考察した一方，授業で周縁化される学習者

についての検討は限られている。 

第 2 章の考察から，周縁化は教師との対立と学力格差による非対称性とによって引き起こさ

れることが示唆された。類似する観点を示した研究として，Trent109（2008）と Gao, Cheng & 

Kelly110(2008)が挙げられる。 

Trent111（2008）は，英語文法の正確さより流暢さを重視する香港の EAC（English for 

Academic Communication）授業で，文法知識の非対称関係に置かれる学習者の「自由に発言す

る（speak freely）」ことが保障されたと報告した。また，香港の中国大陸出身の大学生を対象に

した Gao, et al.112 (2008)は，他の学習者と対等の立場での英語討論が主体的な外国語学習を促

す可能性を示した。それによると，学生たちの自主的な英語サークルにおいて，個人的な生活

経験や新聞のヘッドラインなど事前に決められた話題以外にも，大学生活についてよく討論さ

れていた。他の「高等教育を受けたバイリンガルな中国語母語話者」との英語での対等な討論

で，「生活の単調さ（dullness）と対抗し，未来への憧れを表す」ことが重要であると指摘され

た113（Gao, et al. , 2008）。 

そこで，本章では，中国の高校日本語科で日本語に関する知識重視の授業と，自国と他国の

社会・文化の内容を題材とした授業とそれぞれを中心にした授業を実施することにより，学習

者同士の関係において，対称・非対称が生じやすいと思われる授業を構成し，そこでの周縁化

の生じた程度を検討する。すなわち，①日本語に関する知識重視の授業と，自国と他国の社会・

文化の内容を題材とした授業とを実施し，②学習者の学習過程の比較を行う。その上で①②の
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検討をもとに，中国の高校日本語科授業において社会・文化の内容を取り上げた，授業構成の

必要性を確認する。 

 

第１節 研究方法 

以下の基準をもとに授業を設計して実施した。 

第 1 に，授業の参加者と実施者について，授業１と授業２とも中国都市部の「外語特色学校」

である J 省 S 中学と S 省 C 中等学校において，それぞれの学校の日本語学科主任に授業実施を

依頼した114。授業はいずれも「日語」の授業であった。全ての学習者が英語や複数の LOTEs か

ら日本語を主体的に選んで学び始めた者である。授業１の学習者数は 12 人，授業２の学習者

数は 18 人であり，いずれの授業対象でも高校 2 年生で学習者の日本語学習歴が１年以上２年

未満である。 

第２に，２つの授業とも活動型授業であり，次の授業構成で実施された。まず，導入では，

活動内容や活動に必要な文法を説明する。次に，展開では，複数の選択肢を設定することを通

して学習者間のインフォメーション・ギャップの生成をねらい，主体的なコミュニケーション

を保障する。最後の終結では，グループ発表と講評などを行った。話し手と聞き手の間のイン

フォメーション・ギャップの生成により自発的なコミュニケーションを促すことができると思

われる115（Prabhu, 1987 など）が，知識に関する情報の格差が学力につながる可能性もある。 

第３に，選択肢の設定について，授業１では，日本語の知識重視の授業構成として，学習者

に，各自のストーリーで財布をどの店に置き忘れたのか，見つけた財布を警察署または店に返

すかという 2 つの選択問題を設定した。一方，授業２では自国と他国の社会・文化を題材とし

た授業構成として，学習者に，自分自身の立場から，もし家族と一緒に日本旅行に行くなら個

人旅行または団体旅行のどちらを選ぶか，もしグループで日本旅行に行くならどちらかを選ぶ

かという 2 つの選択問題を設定した。いずれの授業も日本での行動に関する場面を設定したが，

活動１の場面では，日本語特有の授受表現116を取り上げている一方，活動２の場面設定は，日

中共通の営みとして旅行形態の内容を取り上げ，学習者の日本文化・社会に対する態度に関わ

るものである。 

第４に，話す機会を最大限に創造するために，次のように授業方略を調整した。①自由な意

見表出を保障するために，どちらの授業でも母語と外国語を自由に使えるように設定した。②

各学習者の生活経験と授業内容がつながることを保障するために，授業のトピックを旅行とい

う日常の営みに設定した。③教師の影響を排除するために，旅行という学習者間の対立になり
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にくいトピックを取り上げた上で，授業で社会の見方・考え方に関する立場は，教師が示さな

いようにした。 

この４点をもとに，次の表 3-1 のように，２つの授業案を作成した。授業プロセスを考察す

るために，「その動的プロセス全体を質的に描き示し」，開示することが求められると舘岡

117(2013)が指摘している。舘岡の指摘を踏まえ，教育実践課題の「処方箋」118である，Grounded 

Theory Approach（以下 GTA）の技法を用いて分析を行った。ただし，GTA は授業実践のよ

うな会話過程を特定の分析対象としておらず，授業過程分析のために精緻化されていない。そ

のため，ストラウス＆コービン版の GTA119をもとに授業過程を特定の分析対象として特化し

た，「構築型評価モデル」120を援用する。「構築型評価モデル」は「授業において実際に変容す

る多様な学習者たちの認識形成過程に着目」し，その具体的なプロセスを「感覚ではなく，デ

ータ的に示」し,学習者たちの「認識形成過程を可視化」することができる121(岡田, 2014: 91)た

め，本研究の目的に相応しいと考えられる。なお，分析目的を達成するためのデータとして，

授業の映像記録，発話記録，教師のインタビュー記録，授業後の感想文記述用紙を収集した。 

 

表 3-1 授業の指導案 

授業１の目標：日本の日常会話場面の体験活動により，授受動詞の依
頼表現や敬語などを学習させる。 

授業２の目標：「日本旅行する時に個人旅行または団体旅行を選びま

すか？」を考える活動により，日中両国の旅行形態の異なりに対する理

解を深めること。 

 教師の指示・発問 教授・学習過程 教師の指示・発問 教授・学習過程 

 

 

導入 

○1.既習した「てもらう」「てく
れる」の表現を復習させる。 

○2.(スライドを学習者に提示す
る)本時の授業活動と設定した活動

場面を学習者に説明する。 

T：前時までの学習内容
を確認させる。 

S：前時までの学習内容
を確認する。 

T：学習課題を提示する 

S：予想する。 

○1.これまでの旅行経験について発問

する。 

○2.(スライドを学習者に提示する)本

時の授業活動について学習者に説明す

る。 

T：学習課題を提示する。 

S：予想する。 

 

 

 

展開 

○1.(活動内容についてのプリン
トをグループごとに配る。)「財布
を落としたらどうすればいいです

か。」ということについてグループ
ごとに話し合い，空欄を埋めさせ
る。 

○2. グループごとに記入したプ

リントを黒板に掲示させて，完成し
た会話を発表させる。 

T：課題についてグルー
プごとに話し合わせ，練
習して全体の前で発表さ

せる。 

S：課題についてグルー
プごとに話し合い，練習
して全体の前で発表す

る。 

 

○1.テキスト本文について，学習者に

簡単に紹介する。そして，「家族と一緒に

日本へ旅行するならば個人旅行または団

体旅行を選びますか。その理由はなんで

すか。」について，自分の意見を考えさせ

る。 

○2.配付資料を参照しながら，「グルー

プメンバーと一緒に日本へ旅行すれば，

個人旅行または団体旅行を選びますか。

その理由はなんですか」についてグルー

プごとに活動を行わせる。 

T：課題についてグルー

プごとに話し合わせ，全体

の前で発表させる。 

S：課題についてグルー

プごとに話し合い，全体の

前で発表する。 

 

 

終結 

○1.各グループの発表内容を踏

まえ，教師が一番良いと思うフレー
ズを黒板に書いて，板書の通りにグ
ループごとに練習させる。 

○2.感想文を記入させる。 

T：本時の内容をまとめ

る。 

S：本時の既習した内容
を確認する。本時の授業
への感想を用紙に記入す

る。 

○1.グループごとに自分のグループの

討論結果を発表させ理由を説明させる。 

○2.日中の団体・個人旅行の割合につ

いて，学習者に簡単に紹介する。 

○3.感想文を記入させる。 

T：本時の内容をまとめ

る。 

S：本時の既習した内容

を確認する。本時の授業へ

の感想を用紙に記入する。 
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「構築型評価モデル」をもとに，次のように授業分析を行う。 

まず，授業１の分析を行い，日本語特有の日本語の授受表現についての学習者間の発言にお

いて，非対称性が生じているかどうかを検討する。 

次に，授業２の分析を行い，日中共通の営みとして旅行形態についての学習者間の発言にお

いて，非対称性が生じているかどうかを検討する。 

最後に，授業１と２の分析結果をもとに，学習者の間での非対称的関係により周縁化が生じ

るかについて考察する。 

 

第２節 学習・指導過程の比較 

以下に授業 1 および 2 の学習・指導過程とその分析を示す。 

１  授業１の学習・指導過程 

授業担当者である教師との検討と授業観察により，授業活動では，４グループとも，活動開

始後各自の役割分担について主体的に合意していると確認した。その中で，各グループでは，

⑴活動進行を主導する役割を果たす学習者，⑵役割⑴と協力して会話内容を検討する役割を果

たす学習者，⑶役割⑴と⑵の意見に常にフィードバックして発表の練習に集中する学習者がそ

れぞれ１名存在していた。 

確認した事実をもとに，筆者が授業者の教師と共同して最も積極的に授業活動に参加したグ

ループを選出し，「構築型評価モデル」を用いて日本語学習に関する行為を抽出した。抽出した

日本語学習の行為を踏まえ，それぞれの日本語学習過程を以下に示す。なお，〔 〕は分析対象

の行為，【 】は授業過程の局面を示す。各分析対象の行為と授業過程の局面を示したものが表

3-2 である。具体的発言を記す場合，中国語での発言は日本語に翻訳し，括弧内に中国語を記

した。 

学習過程の概略  

①グループ活動での役割の合意決定 

授業において，学習者たちは自分の動機づけや日本語能力をもとに，【グループ活動での役割】

について，他のグループメンバーと【合意】して【決定】していた。学習者 A：〔独特な発表内

容〕を〔作成〕することを〔重視〕している。学習者 B：〔発表内容〕の〔作成〕を〔重視〕し

ている。学習者 C：〔発表〕の〔練習〕を〔重視〕している。 
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表 3-2 授業１の学習・指導過程 
局

面 

学習者 A（役割⑴） 学習者 B（役割⑵） 学習者 C（役割⑶） 教師 

① 〔独特な発表内容の作成を重視〕 〔発表内容の作成を重視〕 〔発表練習を重視〕 〔主体的な学習を維持・保護する
ために各グループの討論を支援〕 

 
特性「グループ活動での役割について合意して決定」 

② 〔インターアクションによる知識の学
習〕 

〔思考・表出による知識の強化〕 

〔オリジナルな内容の追加に気づいて
不足を充填〕 

〔リピートによる発表の流暢さを強化〕 

〔インターアクションによる知識
の学習〕 

〔思考・表出による知識の強化〕 

〔リピートによる発表の流暢さを
強化〕 

〔インターアクションによる知識
の学習〕 

〔確認・表出による知識の強化〕 

〔リピートによる発表の流暢さを
強化〕 

特性「他人とのインターアクションによる日本語知識の学習」 特性「主体的な学習を維持・保護
するために各グループの討論を支

援」 

③ 〔発表内容を主導的に作成〕 

〔積極的に発表及び自己評価〕 

〔発表内容を積極的に作成〕 

〔協働的に発表及び積極的な自己
評価〕 

〔発表内容を積極的に確認〕 

〔積極的に発表及び前向きな自己
評価〕 

〔発表活動により肯定的な自己評
価形成を促す〕 

特性「発表とその内容の作成による肯定的な自己評価の形成」 特性「肯定的自己評価を促すため
に日常会話場面をシミュレートした

発表活動の実施・講評」 

※①＝【グループ活動での役割の合意決定】②＝【インターアクションによる日本語知識の習得】③＝【肯定的な自己評価の形成】 

 

②インターアクションによる日本語知識の習得 

学習者たちは課題解決している時，【インターアクション】によって【日本語知識】を【習得】

している。学習者 A：〔インターアクションによる日本語知識の習得〕をしている。その際，〔思

考・表出による知識の強化〕をしており，〔オリジナル内容の追加に気づいて不足を充填〕して

いる。また〔リピートによる発表の流暢さ〕の〔強化〕もしている。学習者 B：〔インターアク

ションによる知識の習得〕をしている。その際，〔思考・表出による知識の強化〕をしており，

〔リピートによる発表の流暢さを強化〕している。学習者 C：〔インターアクションによる知識

の習得〕をしている。その際，〔確認・表出による知識の強化〕をしており，〔リピートによる

発表の流暢さを強化〕している。 

③肯定的な自己評価の形成 

学習者たちは，作成した内容を発表することにより，他のグループメンバーと一緒にあげた

学習成果を共有し，自分の知識の獲得の度合いを把握し，【肯定的な自己評価】を【形成】した。

学習者 A：〔発表内容を主導的に作成〕し，「積極的に発表」をしている。学習者 B：〔発表内容

を積極的に作成〕し，「協働的に発表」をしている。学習者 C：〔発表内容を積極的に確認〕し，

「積極的に発表」をしている。 

個々の学習者の学習過程  

学習者 A 個別に見ると，学習者 A は他人と同じ内容を作成することに満足せず，「各グル

ープの発表内容はそれぞれ違うわけだろう。もしみんな同じだったら…（每组肯定要不一样的啦，如果
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每个组都…）」と語っているように，オリジナルな発表内容の作成を学習目標として設定した。そ

れで，オリジナルな発表内容を作成するために，学習者 A は「“ちゃんと”の意味は知っている？

“ちゃんと持ってください”の“ちゃんと”（ちゃんと就是那个ちゃんと你知道吗？ちゃんともってください）」と語っ

ている。このように，学習者 A が積極的に他人へ発問することにより，自分の不足を充填した

りし，学習目標に応じて自発的に学習行為を調整していると見出された。最後に，「私はもっと

日本の実際の会話場面で体験したい（原文ママ）」という感想文のように，学習者 A は当該授

業での満足の気持ちと将来の授業内容への期待を抱いていた。 

学習者 B 学習者 B は，授業において，「私は（発表内容を）記入する。（我来写）」と語ってい

るように，発表内容の作成への積極的な態度を示している。さらに，発表内容の作成のために，

「これ，おかしいと思わない？一緒に来てもらいましょう。“一緒に行きましょう”でいいじゃ

ないか。（你不觉得好奇怪吗，一緒に来てもらいましょう。一緒に行きましょう不就行了吗）」といったように思考・表出

しながら，配付資料で提示している「どうしましたか」で尊敬語が使われていないことに気づ

き，「これは“どうされましたか”と言ってもいいですか」といったように質問し，学習目標を目

指して自発的に学習行為を調整している。最後に「自分の能動性を発揮した。授業で自分たち

のアイディアを書けてよかった。（发挥了主观能动性。能写自己的一些想到的点子，我很喜欢）」と語っているよ

うに，当該授業で自分のパフォーマンスを評価した。 

学習者 C 学習者 C は，発表の練習に集中しており，「A さんの方が早いから，内容作成は

A さんを中心に進めましょう（我们跟不上她的脚步，就参照她的写吧）」といったように，自分の能力に

自信を持っておらず，会話内容については他の学習者の意見に従っていた。しかし，発表のた

めに，学習者 C が「「お金を」と何ですか。「付钱」は日本語で何と言いますか（”お金”を然后什么？

付钱怎么说）」といったように，自分の知らない知識を積極的に確認していた。 
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これまで述べたように，授業１では，学習者 A の日本語の熟練度が高く，授業活動で主体的

に日本語を話し，探究的に日本語を学習する意欲を示した。学習者 B，C は授業で中国語を多

く使っているが，中国語で積極的に日本語について発問したり，日本語能力の向上を目指し積

極的に発話していた。また，教師が授業内を回りながら関連知識を説明・提示することを通し

て，各グループの討論の展開を支援していた。このように，授業で中国語を使えることにより，

日本語の熟練度が高くない学習者が，授業活動に自由に参加したり，日本語能力を高めるため

に，質問・確認したりすることができると確認

できた。すなわち，中国語もともに使うことが

できたため，学習者間の日本語能力の評価によ

る非対称的な関係は形成されず，全員が積極的

に授業に参加できた。 

ただし，文化・社会の知識については当該授

業では取り入れられていないが，教師が授業を

回りながら，日本人の言語習慣について説明し

たりしていた。しかし，表 3－3 で示したよう

に，学習者 A が個性的な内容作成を目指してい

た一方，日本人の言語習慣に関する知識の不足

している学習者 C は，言語の使い方などについての討論には積極的に参加しているものの，「A

さんの方が早いから，内容作成は A さんを中心に進めましょう」というように，自分をグルー

プの周縁的な立場に位置づけ，さらに表 3-3 での「そうですね」というように，発表内容につ

いては，学習者 A，B と教師の見解に同調する態度だけ示した。 

このように，授業１の活動において，日本文化に関する発言は，各グループの日本に対する

知識が一番多く，すなわち学力が一番高く活動の主導役を果たしている学習者に集中していた。

この点において，学習者 C の周縁化が確認された。 

 

２  授業２の学習・指導過程 

授業２は「日本旅行に行く時，個人旅行で行くか団体旅行で行くか」という課題をめぐって

進めていた。授業では，まず①家族と一緒に日本旅行に行く場合はどちらを選ぶかについて学

習者に思考させ，次に②グループで一緒に日本旅行に行く場合はどちらを選ぶかについて討論

表 3-3周縁化の会話の例 

学習者 A：先生，ワークシートでは「もらう」と書かれ

たが，「いただく」を使いたいです。(老师，书上写的

是もらう，这里我们想用いただく) 

教師：いいですね。（中略）じゃここにいただ…ませ

んかの間でなにを使えばいいですか(挺好的呀。（

中略）那这里应该いただ什么ませんか) 

学習者 B：「く」だと思います。謙譲の感覚を表すか

ら。（く吧，表示更加谦让） 

学習者 C：そうですね。（对的） 

学習者 A：ここは「け」ですかね。お願いできるかどう

かの意味でしょう。（这是け吧。表示能不能，拜托） 
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させていた。その中で，①個人旅行②個人旅行にした学習者が８人，①団体旅行②個人旅行に

した学習者が７人，①団体旅行②団体旅行にした学習者が３人それぞれ存在した。 

 

表 3-４ 授業２の学習・指導過程 
局
面 

生徒 A 

（個人旅行→個人旅行） 

生徒 B 

（団体旅行→個人旅行） 

生徒 C 

（団体旅行→団体旅行） 

教師 

① 〔個人旅行で家族海外旅行の決定〕 

〔自由自在の日本文化・生活体験への期
待〕 

〔団体旅行で家族海外旅行の決定〕 

〔短期間で豊富な日本文化を接触・体
験する欲求〕 

〔団体旅行で家族海外旅行の決定〕 

〔旅行会社の手配による気楽な旅行
を期待〕 

〔主体的な学習を維持・保護
するために各グループの討論を
支援〕 

 特性「家族旅行の場合で最適な旅行形態の決定による旅行形態の思考」 

② 〔他人の知らない日本語を積極的に提
示〕 

〔長時間で日本文化・生活を体験しよう
の積極姿勢〕 

〔グループで個人旅行しようとする意
思を引き続き主張〕 

〔知らない日本語について積極的に
確認〕 

〔グループで未知な日本文化を体験・
発見する意欲〕 

〔グループで個人旅行しようとする
意見転換〕 

〔自分の主張の受け入れのために積
極的に説明〕 

〔中国語で日本文化を深く理解しよ
うとする態度〕 

〔グループで団体旅行しようとする
意思を引き続き主張〕 

特性「グループで旅行する場合で最適な旅行形態の決定によるお互いの意見の交換」 特性「主体的な学習を維持・
保護するために各グループの討

論を支援」 

③ 〔自由に日本人と交流したり料理を食
べたりする品質高い旅行への追求〕 

〔個人旅行でグループ海外旅行の決定〕 

〔様々な文化体験とコミュニケーシ
ョンができるのんびりとした旅行への
期待〕 

〔個人旅行でグループ海外旅行の決
定〕 

〔旅行会社の手配による安全保障及
び時間節約の希望〕 

〔団体旅行でグループ海外旅行の決
定〕 

〔発表活動により肯定的な自
己評価形成を促進する〕 

特性「グループで旅行する場合で最適な旅行形態の意思決定」 特性「積極的自己評価を促す
ために各グループの意思決定結
果を発表する活動の実施・講

評」 

④ 〔“旅行”に対する独特な理解〕 

〔日本人の集団主義に対するイメージ
の転覆〕 

〔日本人の個性に対する新たな認
識〕 

〔中国人の集団主義に対する自覚〕 〔日本人と中国人の旅行形態
の異同に関する思考の促し〕 

特性「日中旅行形態の異同についての思考による旅行形態への共感的な理解の形成」 特性「日本人の旅行形態につ
いての思考による旅行形態への
共感的な理解を形成させる指

導」 

①＝【自分の旅行形態に関する思考】②＝【グループで旅行形態に関する合意】③＝【旅行形態に関する積極的な自己評価の形成】 

④＝【日本人の旅行形態に関する共感的な理解の形成】 

 

そのため，研究課題を検討するために，旅行形態に関する決定の各類型がそれぞれ１名ずつ

あるグループを選出し，「構築型評価モデル」を用いて日本語学習に関する行為を抽出した。抽

出した日本語学習の行為をもとに，それぞれの日本語学習過程を示す。 

学習過程の概略  

①自分の旅行形態に関する思考 

「家族旅行なら，日本へ旅行に行く時個人旅行または団体旅行のどちらを選びますか」につ

いての活動で，家族旅行の場合に最適な旅行形態を決定し，その決定過程において，中国人と

して【自分の旅行形態】を【思考】している。学習者 A：〔自由自在の日本文化・生活体験〕を

〔期待〕しているから，〔個人旅行で家族海外旅行〕を〔決定〕した。学習者 B：〔短期間で豊富

な日本文化を接触・体験〕しようとして，〔団体旅行で家族海外旅行〕を〔決定〕した。学習者
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C：〔旅行会社の手配による気楽な旅行を期待〕しており，〔団体旅行で家族海外旅行〕を〔決定〕

した。 

②グループで旅行形態に関する合意 

そして，「グループで一緒に日本へ旅行するなら，個人旅行または団体旅行のどちらを選びま

すか」についてのグループ活動で，グループメンバーとの旅行の場合で最適な【旅行形態】に

ついて，お互いに意見交換した上で，【グループで合意】した。学習者 A：グループ活動で，他

のグループメンバーに〔知らない日本語を積極的に提示〕し，ホームステイのような〔長時間

で日本文化・生活を体験しようとする積極的姿勢〕を示し，家族旅行と同じような〔個人旅行

しようとする意思〕を〔グループで引き続き主張〕している。学習者 B：グループ活動で，自分

が〔知らない日本語について〕他のグループメンバーに〔積極的に確認〕し，グループ全員で

日本に「探索」して〔未知な日本文化を体験・発見する意欲〕を示し，家族旅行の時の団体旅

行から，グループ旅行する時の〔個人旅行しようとする意見〕に〔転換〕した。学習者 C：他の

グループメンバーに〔自分の主張の受け入れのために積極的に説明〕し，〔中国語で日本文化を

深く理解しようとする態度〕で，〔グループで団体旅行しようとする意思を引き続き主張〕して

いる。 

③旅行形態に関する意思決定による積極的な自己評価の形成 

グループで旅行する場合最適な【旅行形態】について，他のグループメンバーと討論結果を

共有し，他のグループとの意見の異同を把握し，【積極的な自己評価】を【形成】した。学習者

A：〔自由に日本人と交流したり料理を食べたりする品質高い旅行〕を〔追求〕しようとして，

〔個人旅行でグループ海外旅行〕を〔決定〕したと記述している。学習者 B：〔様々な文化体験

とコミュニケーションができるのんびりとした旅行〕を〔期待〕しようとして，〔個人旅行でグ

ループ海外旅行〕を〔決定〕したと記述している。学習者 C：〔旅行会社の手配による安全保障

及び時間節約を〔希望〕しようとして，〔団体旅行でグループ海外旅行〕を〔決定〕したと記述

している。 

④日本人の旅行形態に関する共感的な理解の形成 

教師が提示した日本人と中国人の旅行形態に関する内容をもとに，学習者たちは日本人と中

国人の旅行形態の異同を認識し，【日本人の旅行形態に関する共感的な理解を形成】した。学習

者 A：自分が“journey”より“holiday”の方が好きだといった〔旅行に対する独特な理解〕を説明

し，今回の授業により，自分が持っていた〔日本人の集団主義に対するイメージ〕が「転覆」
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した。学習者 B：今回の授業を通して，〔日本人の個性〕に対して〔新た〕に〔認識〕した。学

習者 C：日本人との比較を通して，〔中国人の集団主義〕について〔自覚〕した。 

 

個々の学習者の学習過程  

学習者 A 個別に見ると，学習者 A は，「私は個人旅行がいいと思います。何といっても『休

暇』と『観光』の感じが全然違います。団体旅行の急いでおおざっぱに観光することに比べて，

個人旅行の方が休暇のイメージが強いと思います（自由行挺好，毕竟“度假”和“游览”是不同的概念。相比起跟旅

行社的走马观花和赶日程，自由行更符合“假期”的定义）」といったように，日本文化を自由に体験する機会を望

んでいるため，最初の質問で個人旅行を選択した。さらに，グループメンバーがみんな海外旅

行の経験を多く持っているから，学習者 A が，「友達と一緒に交流したり，助け合ったりする旅

が楽しいと思います（跟认识的人去挺好的，大家可以互相交流帮助）」といったように，お互いに旅行の経験

を分かち合いながら，新たな文化体験をしようとし，２つ目の質問でも個人旅行を選択した。 

学習者 B 次に，学習者 B は，「日本文化は詳しく知らないから，時間を最大限に活用するた

めに，団体旅行を選びました（我们对外国的文化景点都了解的不太多，为了不浪费时间，还是应该了解一下，做一个最有

效的旅行）」といったように，短期間で出来る限り多くの文化体験に出会おうとし，家族で行く場

合は団体旅行を選択した。一方，グループ全員で一緒に日本へ旅行に行く時，日本語はうまく

なくても「スマートフォンも使うことができると思っています。わからない時，辞書など，翻

訳などを使います（原文ママ）」といったように，お互いに協力して日本語を学びながら未知な

文化体験を行おうとし，個人旅行を選択した。 

学習者 C さらに，学習者 C は，学習者 B と類似し，「みんな一緒に海外に行く時，たくさん

買い物をするでしょう。全て自分で持って地下鉄に乗ったりしたら疲れるから（因为大家一起出去的

时候，会买很多东西。然后都要自己拿着坐地铁的话，那么长的旅途里会感觉很累）」といったように，気楽に日本を旅

行する態度を示し，最初の質問で団体旅行を選択した。グループメンバーと一緒に旅行に行く

場合は，学習者 C が，「私たちの日本語は上手ではありません。私たちの日本語だけで旅行する

のは無理です。道を聞いたり，ホテルを予約したりなど簡単にすることができません。もし団

体旅行で行けば，添乗員さんが中国語も日本語も話せるので，私たちに分かりやすく説明した

り，日本人と交渉してもらったりすることができます（我们的日语不是特别好。如果我只靠我们自己的日语的话，

是不可能的。是不可能这么方便地问到那么多路，订到酒店。然后如果是团体旅行的话，因为他们会中文，也会日语，一方面可以方便给

我们讲解，另一方面也方便给日本人交流）」といったように，中国語で日本文化を理解することを重要視し，



 

35 

 

添乗員の説明や手配を必要としており，利便性重視の態度を示している。グループ全体が類似

する考え方を持っていると確認した上，学習者 C が団体旅行を選択した。 

このように，授業２では，学習者 A，B が，日本語能力も，日本文化・社会に関する知識も

まだ不十分だと自覚した上で，グループメンバーと一緒に探求しようというチャレンジ精神を

示した。一方，学習者 C も，日本語能力も，日本文化・社会に関する知識もまだ不十分だと自

覚したが，添乗員を通して快適な旅行を求めるという保守的な態度を示した。とはいえ，旅行

形態の決定の異同にかかわらず，３人の学習者とも日本旅行に関する理想的な形態を自分の立

場から主体的に考えていることから，授業２が，日本文化・社会に対する積極的な態度を生か

して主体的なコミュニケーションを促したと確認された。すなわち，いずれの学習者も自らの

考えを表明すればよく，それに対する評価がなされる授業ではなかったため，学習者間の対等

性は維持され，全員が同等に授業に参加できた。 

授業１と授業２の授業過程をもとに，以下３点を確認した。 

第 1 に，Trent122（2008）と同様に，文法の正確さを求めない授業で，学習者が自由に発言

したことである。２つの授業でも，学習者が言語に拘らず，グループ活動で主体的に発言して

いる。例えば，日本語で発言・発表するために，学習者たちが母語で日本語の文法・単語につ

いて質問したり，確認したりしていた。また，日本語の補充として中国語で旅行経験について

意見交換したことも確認された。 

第 2 に，Gao et al.123（2008）と同様に，自由に生活経験をシェアできる授業で，学習者が「未

来への憧れを表す」ことによって，「個人の変化を促して新たなアイデンティティを形成する」

ことを求めていることである。例えば，授業２においては，学習者たちが，積極的に自分の旅

行経験をグループでシェアしたり，理想的な旅行形態について交流していた。 

第３に，どちらの授業でも，興味関心のある内容の取り上げにより，多くの学習者は興味関

心が引き寄せられ，教師の提示した内容をもとに，活動目標の達成を目指し，日本語の学習を

しながら日本語で交流したりしていた。しかし，授業１では，学習者 B，C が積極的に日本語

を練習したり，知らない文法・単語など発問したが，発表の内容展開については，学習者 A お

よび支援に来ている教師の意見と同調していることを確認した。この消極的な同調発言から，

授業１のみにおいて，学力格差による非対称関係に置かれた学習者 B,C が周縁化の状態にあっ

たと推察される。 
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第３節 授業過程の考察 

なぜ２つの授業において，授業１だけで周縁化されることが確認できたのか。この分析結果

の違いは，２つの授業構成の違いに関わると考えられる。 

授業構成から見れば，２つの授業とも学習者間の意見交換を求めることで，各自のもつ知識・

情報の違いを際立たせた。いわばインフォメーション・ギャップの生成によって，伝達必然性

の創造を通して学習者の主体的な交流を図っている。授業１では，教師が言語そのものに焦点

を当てて，学習者を授受動詞の吟味に集中させるために，文化・社会の内容自体を取り上げな

かった。そのため，交流はほとんど語学の内容を中心に行っていた。このように，授業１で生

成したインフォメーション・ギャップが語学知識の差とイコールであり，さらに，語学知識の

差は学力の差とつながっているため，授業１では，グループごとに，学力格差による非対称関

係が構築された。学習者のパフォーマンスが「自己評価の直接的根拠を提供している」124（レ

イヴ＆ウェンガー，1993: 97）ため，このような学力格差による非対称関係で授業活動に参加

する学習者は，学力不足ゆえに発言が減少し周縁化が生じるだけでなく，発話が他人からの評

価を低くすると判断した場合，自分への評価が低くならないように，発言を躊躇することで，

周縁化される状態になりがちであろう。 

一方，授業２では，授業１と同様に，教師が交流を保障するために，母語の使用も認めてい

るが，文化・社会の内容を取り上げたため，学習者の交流が旅行を中心としたものになってい

る。勿論，授業２でも，学習者間で学力の差が存在しているが，Norton125(2001)の研究で述べ

ているように，社会・文化の内容を交流する時，学習者が想像を通して目標言語集団に参加し

ているため，理想的な日本旅行の形態について意見交換している学習者は，お互いに同等な立

場であると認識しているだろう。 

上記のように，２つの授業とも興味関心を取り入れた授業にもかかわらず，授業１は語学知

識そのものに焦点を当て，語学知識のインフォメーション・ギャップを生成すると同時に，グ

ループ内で学力格差による非対称関係を構築した一方，授業２では，文化・社会の内容の交流

を中心に，学習者に他の成員と平等で支え合っている関係を構築した。このような授業構成に

よる学習者たちの関係の違いが，周縁化に関する授業１と２の分析結果の違いに影響したと考

えられる。 
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第４節 小結 

本章は，中国の高校日本語授業における周縁化について検討した。中国の高校日本語科にお

いて実施した２つの授業を分析し，授業１だけで周縁化されることが確認できた。授業１は語

学知識そのものに焦点を当て，語学知識のインフォメーション・ギャップを生成すると同時に，

学力格差による非対称関係を構築した一方，授業２では，文化・社会の内容の交流を中心に，

学習者に目標言語集団への参加に向けて他の成員と平等で支え合っている関係を構築していた。

このように，２つの授業構成による学習者たちの関係の違いが，授業における周縁化の違いに

繋がったことが考えられる。 

本章の成果として，次の２点があげられる． 

第 1 に，日本語授業において，学習者が学力格差による非対称関係に置かれることにより，

学習者が周縁化され，自分への評価が低くならないように発言を躊躇しうるという課題を明確

化した。 

第２に，目標言語集団への参加を認識させ，他の成員と平等で支え合っている関係を構築し

たことで周縁化は生じにくいことが確認されたことから，周縁化についての今後の改善方向を

示した。 
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第４章 開かれた多元的な価値観形成を図る授業の開発 

第２章で述べたように，学習者の自分自身の立場からの意見表出を保障するためには，「学習

者を沈黙させる傾向を改善するために，」価値観に関する論争問題を取り上げ，目標言語集団に

「存在する多様な視点を理解し」，目標言語話者の「意見との共通点を見つけることが可能であ

ると認識する」126（Menard-Warwick, Mori, Reznik & Moglen. 2016: 566）ことを目指す価値観

形成を図る授業論理の検討が必要とされた。 

そして，第 3 章で示したように，自分自身の立場から「これが私の意見」と表明できるよう

にするために，学力格差による周縁化を防ぐ必要が確認され，また，学習者のどのような発言

も受け入れられ，正統性を認められることが必要であることが確認された。 

そこで，本章では，日本語学習者に自分の意見の表出機会を保障する授業構成を開発するた

めに，社会系教科で蓄積された価値観形成の授業構成論をもとに改善授業の構成原理を検討す

る。その理由は，社会系教科教育では，社会において主体的に生きる人材の育成を目指し，授

業で自主的な思考と考えの表出を促すために，主体的な判断及び行動の基盤として，価値観形

成をはかる授業構成論の知見が多く蓄積されたからである。 

 研究方法については，まず，①価値観形成に関する社会系教科教育の研究を整理する。次に，

②①で整理した価値観形成に関する知見をもとに，社会系授業の単元を開発し，実践する。さ

らに，③授業実践のワークシートデータをもとに，本授業を通して，自国の文化的・社会的な

価値を自覚し，他国の文化的・社会的な価値の相対化を踏まえた上で，自身の開かれた価値観

形成を保障できたかどうかという観点から評価・検討を行う。最後に，④①から③の検討をも

とに，本章の成果を明らかにする。 

 

第１節 開かれた多元的な価値観を求める必要性 

社会系教科において，価値観形成の研究はこれまでに多くなされてきた。その中では，合理

的意思決定や開かれた価値観形成などの授業構成論が開発されてきた。合理的意思決定127(吉

村，2003)は，価値観形成の主体性と社会性を重視し，社会論争問題をめぐる合意形成によって

公共的価値の創出を目指す授業構成である。一方，開かれた価値観形成128（溝口，2001）は社

会論争問題を自らの選択・判断の基準で再構成し，その論争問題の「個別化」を図ることを通

して子ども一人ひとりの開かれた価値観形成を目指す授業構成である。つまり，両者の研究は

民主社会の主権者たる資質を育成するために，社会の公共性または自己組織化の視点から，ど

のような価値観を形成させるかに関する見解を示している。 
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どのように価値観を形成するかについては，自立的な価値観形成と対話を重視した価値観形

成の授業構成論が挙げられる。自立的な価値観形成129（桑原，2000）は，「文化や価値観の対立

から生じる社会的論争問題」を取り上げ，社会での「対立や矛盾を認識・克服することが個人

の内面の成長を促し，信念の変容・成長を促す」という原理に基づいて授業を構成している。

一方，対話を重視した価値観形成130（胤森，2014）は，自己の価値観を主体的に修正させるた

めに，多様な他者，すなわち人物モデルそして他の学習者との対話により，自己の価値観を吟

味し修正していくことを目指す授業構成である。このように，自立的な価値観形成と対話を重

視した価値観形成のいずれも，特定の信念を学習者に押し付けることを克服するために開発さ

れた授業構成であろう。 

これまでの価値観形成に関する授業構成論は，学習者に価値観のあり方や価値観形成を保障

する手法について，多角的な視点から議論されてきた先駆的な研究であると言えよう。しかし，

近代主権国家の成立以来，ケア労働の負担者が社会参入の家族メンバーを支える，または，ケ

ア労働を共同負担してお互いの社会参入を支え合う一方，公的領域である国家は家庭内の暴力

や虐待といった私的領域に介入してきた。これまで社会は「公私分離」をもとに成り立つと考

えられてきたが，「『私的領域』は，たんに『外部』であるわけではなく，むしろ『公的領域』

を支えるべく，公私の相互依存関係におかれてきた」と上野131(2009)が指摘している。つまり

私的領域の家族がどんどん社会に包摂されて論じられるようになってきた。ただし，このよう

に，社会が多元的多層的に変化することをふまえて，どのような価値観形成が求められるかに

ついての議論はまだ十分になされていない。 

「社会」の内包性について，吉村132（2005: 65）は，社会の公共性に焦点を当て，「公法」と

「私法」の視点から，「公共空間とは，単なる法律による規定の世界だけでなく，市民どうしの

合意による自律的な空間も存在する」ことを理解させる授業構成を提案している。この授業は，

「公私二元論」という伝統的な捉え方から脱却し，市民社会が公的領域と私的領域を超えた重

層的な領域であるという捉え方を明示した，革新的な授業構成だと言えよう。 

価値観形成の授業構成論において，社会を開かれた空間として捉えたのは，溝口133（2001）

があげられる。溝口は，多様化する価値観を「社会」の仕組みと「個人」のライフスタイルか

ら考えさせることで，「市民性」に向けた社会認識の形成と公民的資質の育成を図っており，私

的領域への公的領域の介入に関する議論がなされている。具体的に言えば，溝口は，単元設定

の理由で，年金制度など社会保障制度について，開かれた価値観形成の必要性を説明するため

に，家族生活への国家・社会の介入に関する議論を提起している。溝口の研究は，「家族」の選
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択を社会の制度と関連づけ，理解させている。これにより，「家族」が開かれた価値観を形成す

る視座に位置付けられ，「家族」を社会の内包として捉えさせようとする画期的な研究であると

評価できる。 

これまで考察したように，価値観形成の研究で提起されてきた授業は，公共問題に向けて主

体的に参加し解決する資質の育成にとって不可欠であると考えられる。その中で，価値観形成

の代表的な研究として，溝口134（2002）においては，外国の事例を取り入れた授業も見られる。

その授業計画書では，日本の中学校において「たばこをめぐる問題構成の異なる訴訟を取り上

げることで，その背後にある社会制度や規範」の対象化をねらい，日米両国の事例を取り上げ

て比較している。このように，溝口135（2002）は，授業に社会的な価値が類似する国の事例を

取り入れ，日本の事例と相対化することによって，社会認識の形成を図っている。このことか

ら，価値観が日本と類似する国の事例と比較することが，両国共通の社会的事象の理解，社会

認識の形成に大きな役割を果たしていると推察される。 

一方，将来，社会制度や文化などが異なる国の人と協力し合い，共通課題に取り組むために

はどうすれば良いのか。このようなグローバル市民には，相手の出身国の文化・社会を理解し

ようとする態度につながる，グローバルな社会認識形成が求められよう。しかし，先行研究で

は，主権者としての資質・能力の育成のため，国の統一性と，国民，家族といった構成要素の

多様性が示されたが，国というコミュニティの多様性が，価値観形成のモデルから排除された。

この場合は，学習者が，異なる国の社会価値の相対化と，内面化した価値の自覚とのつながら

ない状態にあり，自国と異なる国についての社会認識が，分断された状態で放置されることに

なりがちである。 

そこで，本章では，日中の状況や日中の国民に共通する課題に対する見方・考え方を提示す

ることによって，グローバルなコミュニティにおける多様性をもとにした価値観形成の授業モ

デルを構築する。そのために，まず，日中両国における「国民」「家族」といった構成要素の多

様性を示す。次に，日中の社会的な価値を相対化し，共通点を導出することによって，開かれ

た多元的な価値観形成を図っていく。 

 

第２節 開かれた多元的な価値観形成を目指す社会系授業の開発 

１  単元設定の理由 

前述のように，溝口は，開かれた価値観形成の視座として，家族に関する内容を授業に取り

上げている。類似する授業として，井上136（2006）の授業は，上野137（1994）のファミリー・
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アイデンティティの概念をもとに，少子高齢化の現状を理解させ，学習者自身の批判の視点を

保障し，社会保障制度に関する自分なりの見方・考え方の育成を図っている。さらに，福田138

（2013）は，戦前と戦後の社会系教科書における女性像の変化の考察を通して，「女性」を新た

な視点として未来に生きる子どもたちの市民性の構成要素に組み入れ，「政治」，「生活」などの

要素と組み合わせた，多元的な価値を育む社会科授業が必要であると指摘している。これらの

成果を踏まえ，本章は，日中両国の家族における女性の権利・役割分担に焦点を当てて，単元

開発を行う。 

２  単元目標設定 

この授業単元は，「家族」に関する日中共通の営みを取り上げ，学習者たちに，日中両国の家

族形態，生活様式を相対化した上で，家族における女性の権利・役割分担に関する日本人の見

方・考え方を提示し，学習者に自分の考え方との共通点を検討させることによって，開かれた

多元的な価値観の形成を図ることを目標とした。なお，本授業は日本の高校「公民」科「現代

社会」科目「現代の社会と人間としての在り方生き方」の学習内容を踏まえて開発した。 

女性の権利・役割分担について，日本は，1999 年に男女共同参画社会基本法を制定し，その

前文で「男女共同参画の実現を 21 世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置づけ」ると

示している139。一方，中国は，中国共産党第 19 回全国代表大会の報告書で，男女平等を，環境

保護，改革開放と並列に，基本国策の一つとして掲げている140。この背景には，両国の社会に

おける男女差別問題が挙げられる。男女平等をめぐり，家事の役割分担など家族に関する課題

は，日中においても，大きな論争を巻き起こした。ここに通底するのは，家庭生活等において，

男性と女性を，いかに等しい権利・義務のもとに置くのかという問題であり，換言すれば，ジ

ェンダーの視点から，自由・平等という普遍的な価値をいかに家庭生活で実現するかという問

題であろう。 

そこで，家族における女性の権利・役割分担に関する両国の現状を以下のように設定した。 

①核家族化が進んでいる日中両国とも，男女平等の理念をもとに，現代社会への発展過程に

現れた，女性の社会進出や家事の役割分担などに関する社会問題の改善に取り組んでいる。 

②具体的な社会の現状と価値観について，同じく東アジアにおける日中両国の間で共通点が

多くあるが，社会発展の軌跡と段階がそれぞれ異なっているため，家族の姓，結婚相手に求め

る条件といった点では，両国の国民の見方・考え方に多くの相違点がある。 

このような現状において，当該授業は，内面化した価値の自覚を促すために，「子随母姓」141，

「裸婚」142，「隠孕入職」143，「家事分担」144という家族に関するトピックを取り上げた。この
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4 つのトピックはそれぞれ，家族の姓，結婚相手に求める条件，女性に関する制度的保障と，

家事分担に関わる内容である。これらのトピックに関しては，授業対象の高校三年生にとって，

すでにある程度認識を形成したものだと考えられる。この 4 つのトピックについて自身の内面

化した価値を自覚させ，日本の社会的な価値を相対化させる上で，両者の共通点を導出するこ

とによって開かれた多元的な価値観形成を図る。 

３  単元構成 

日中比較を通して，開かれた多元的な価値観形成を促すために，以下の単元構成を設定した。 

展開① 家族の概念の理解 

展開② 日本の家族形態とライフスタイルの理解 

展開③ 中国の家族形態とライフスタイルの確認 

展開④ 家族の女性の権利・役割分担をめぐる日中両国の社会の現状の比較 

展開⑤ 家族の女性の権利・役割分担に関する日本人の考え方との比較によって自分の考え

方を確認 

展開⑥ 日中の社会的な価値の共通点を導出することによって開かれた多元的な価値観を形

成 

展開①の「家族の概念の理解」過程では，現代社会の家族の成立の構成要素を探り，その成

立要件を明らかにしていく。ここでは，前記の井上と同様，上野のファミリー・アイデンティ

ティの概念を取り入れ，家族形態を，ファミリー・アイデンティティの構成要素である血縁お

よび居住から理解する。この 2 つの構成要素は，取り上げた社会問題の争点につながるため，

社会問題を考える契機となる。例えば，「子随母姓」については，血のつながりがあるため，母

の姓を名乗っても良いという考えが生まれる可能性があると推察される。 

展開②の「日本の家族形態とライフスタイルの理解」過程は，現代日本社会における家族の

形態と日本人のライフスタイルを学習していく。とりわけ，核家族化や共働き家庭に関する事

例を取り上げることは，ファミリー・アイデンティティの構成要素である血縁と居住について

の理解を深めることになる。 

展開③の「中国の家族形態とライフスタイルの確認」過程は，学習者たち自分自身の生活経

験をもとに，中国の家族形態とライフスタイルを確認し，理解する過程である。 

展開④の「家族の女性の権利・役割分担をめぐる日中両国の社会の現状の比較」過程は，②③

で確認した日中両国家族形態とライフスタイルをもとに，女性の権利・役割分担に関するいく

つかの社会論争問題の事例を取り上げ，両国社会の共通点と相違点を明らかにしていく。 
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展開⑤の「家族の女性の権利・役割分担に関する日本人の考え方との比較によって自分の考

え方を確認する」過程は，④で取り上げた社会論争問題に対する日本人の考え方を受け入れる

ことができるかを考え，価値判断を行う段階である。この過程は，提示した日本人の考え方と

相対化し，自分の考え方を明らかにすることを求めている。 

展開⑥の「日中の社会的な価値の共通点を導出することによって開かれた多元的な価値観を

形成する」過程は，⑤で形成した価値認識を踏まえ，今後はどのような人生・キャリアを過ご

していきたいのかを考える段階である。提示した日本人の考え方との共通点及びその理由を考

えることによって，日本の社会的な価値と学習者の内面化した社会的な価値がつながり，開か

れた多元的な価値観を形成することになる。  

  教師の指示・発問 学習者に獲得させたい知識と提示資料 

第
1
時 

 
 
 

導入 

・普段家族と何をしているのか。 
・大学に入った後，寮で同じ部屋に住んでいる，一緒に食事を

したり，買い物したりする友達は家族だろうか。 

どのような人が家族だろう
か。 

 
 

○いっしょに暮らし，なおかつ血縁関係が
ある人が家族だと言える。 

（学習者から予想される回答） 

○普段家族といっしょにテレビを見たり，
食事をしたり，買い物をする。○寮で同じ部
屋に住んでおり，一緒に食事をしたり，買い

物したりしても，そのような友達は家族では
ない。 

 

 
展開 
① 

・具体的にどのような家族が存在しているかを理解しよう． 

 

○上野（1994）に述べている家族形態 

1.血縁あり，いっしょに居住，2.血縁なし，
いっしょに居住，3.血縁あり，別々に居住，4.
血縁なし，別々に居住 

資料 1 ファミリー・アイデンティティの 4
象限図 

 ・（表札の写真を提示する）これは何だろうか． 
・なぜこの表札で苗字は一つだけ書いてあるのか． 
・夫婦同姓の制度を説明する． 

・夫婦のどちらがどちらの姓を名乗るケースのほうが多いか． 

○日本の夫婦同姓について 
・夫婦同姓の制度 
・ほとんどの夫婦では，妻が夫の姓を名乗

る． 
・夫婦別姓の家庭 

  

展開
②
⑴ 

・女性が男性の姓を名乗る家庭が圧倒的に多いという現状を説

明する． 
・（2 つの苗字がある表札の写真を提示する）なぜでこの表札

で 2 つの苗字が書いてあるのだろうか． 

・日本で夫婦別姓のことがあるのだろうか．どのようにすれば
実現できるのだろうか。 

日本の家族の夫婦同姓と核家族化について理解

しよう。 

・二世帯住宅の写真を提示する）これは何だろうか。人々はな

ぜ二世帯住宅に入居するのか。 
・日本の核家族化を説明し，データを提示する。 

○日本で核家族化が進んできている 

 
資料 2 表札の写真，資料 3 夫が妻の姓を

名乗る家庭の割合，資料 4 日本民法 750

条，資料 5 二世帯住宅の写真 

 

 
 

展開

②
⑵ 

・A・B・C の 3 世帯それぞれの家族構成やライフスタイルを

説明し，各世帯の表札と適宜な住宅を考えよう。 
・惣菜と男性向けの家事授業のことを説明する。各世帯の平日

の夜の食事を作る場面の会話をグループで考えて発表しよう。 

グループ活動を通して日本の家族形態とライフスタイルを
理解する 

・「男が外で働き，女が家を守る」という日本の考え方を理解
しよう。 

 

○「夫は外で働き，妻は家庭を守るべきで

ある」と考える人が少なくなっているととも
に，共働き世帯が増えている。 

資料 6 世帯数構成割合の推移，資料 7 男

性向けの家事授業に関する写真，記事，資料 8 
惣菜の写真，資料 9 外食の割合，資料 10 
共働きの割合，資料 11 男女分業の調査結果 

補足 1 導入から展開②⑵までは第１時間の内容である。 
補足 2 学習者たちが日本社会に対する認識をほとんど持っていないため，日本の家族については，展開②⑴の

マクロ的な視点から作った内容と，展開②⑵のミクロ的な視点から作った内容に分かれた。 
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○資料 

資料 1 上野千鶴子（1994）『近代家族の成立と終焉』岩波書店， 
資料 2 表札の写真， 
資料 3 平成 28 年度人口動態統計特殊報告「婚姻に関する統計」の概況，

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/tokusyu/konin16/dl/01.pdf,p.10， 
資料 4 日本国民法 750 条， 
資料 5 二世帯住宅の写真， 

資料 6 世帯人員別にみた世帯数の構成割合の年次推移図，平成 30 年国民生活基礎調査(平成 28 年)の結果からグラフで見
る世帯の状況，p.6，https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/20-21-h28.pdf， 
資料 7 男性向けの家事授業に関する写真， 

資料 8 「男性向け家事授業が急増中：全行程を一人で作るクラスも人気」，『女性セブン』2014 年 3 月 27 日号， 
資料 9 惣菜の写真， 
資料 10 共働き世帯の 1 世帯当たりの食料消費支出に占める費目別割合，『平成 28 年食料・農業・農村白書』， 

資料 11 専業主婦世帯と共働き世帯の推移，https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/timeseries/html/g0212.html， 
資料 12 「男が外で働き，女が家を守る」に関する調査結果，平成 26,28 年度女性の活躍推進に関する世論調査のデータよ
り， 

資料 13 中国における「子随母姓」についての調査結果，http://www.xinhuanet.com/local/2017-
10/17/c_1121812712.htm， 
資料 14 「裸婚」に関する調査結果，http://dl.jiayuan.com/doc/marriage_views/20152016yearly.pdf， 

資料 15 「隠孕入職」の新聞ニュース，http://finance.people.com.cn/n1/2017/0915/c1004-29537250.html， 
資料 16 女性の年齢階級別労働力率の推移，
http://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/h30/zentai/html/zuhyo/zuhyo01-02-03.html， 

資料 17 夫妻双方の家事量の年齢区分，石原邦雄・青柳涼子・田渕六郎（2013）『現代中国家族の多面性』弘文堂，p.69． 

  

第

2
時 

 

 
展開
③ 

・中国の夫婦の苗字は結婚後どうなるだろうか。 

・それで，みなさんはどちらの姓を名乗ったのだろうか。 
・祖父母といっしょに住んでいるか。 
・ご両親の子ども時代はどうだったのか。 

・ご両親は共働きだろうか。 
・お父さんは普段何か料理を作っているのか。皿洗いは？ 

中国の家族形態・ライフスタイルを理解

する。 

  

○中国の夫婦は結婚後姓を変える必要がな

い。ただし，子どもはどちらかの姓を名乗る
のを決定する必要がある。 

○中国でも核家族化が進んでいる。 

○中国の家庭はほとんど共働きしている。 
○中国でも「男が外で働き，女が家を守

る」の考え方があるが，夫婦の家事分担は日

本と異なる。 

補足 3 学習者たちは中国の家族形態・ライフスタイルについて人生経験を多く持っていると想定しており，そ
の人生経験を生かすために，質問形式で展開 3 の内容を作成した。 

 
 
 

展開
④,
⑤ 

・「子随母姓」について学習者たちの姓を聞き，日本人のイン
タビューデータを流す。そして，感想をワークシート 1 に記入さ
せる。 

・「裸婚」のデータを提示する。そして学習者たちの感想を聞
き，日本人のインタビューデータを流す。具体的な感想をワーク
シート 1 に記入させる。 

・「隠孕入職」のデータを提示する。そして学習者たちの感想
を聞き，日本人のインタビューデータを流す。具体的な感想をワ
ークシート 1 に記入させる。 

・家事分担について学習者たちの家族のことを聞き，日本人の
インタビューデータを流す。そして，感想をワークシート 1 に記
入させる。 

女性の権利と役割をめぐる日本人と中
国人の考え方を提示し，日中比較を通し
て，日本の社会的な価値の相対化と，内

面化した中国の社会的な価値の自覚を図
る。 

 

○半分以上の中国人は「子随母姓」につい
て受容の態度を持っている。 

○大多数の中国人は「裸婚」に反対してい

る。一方，日本人は結婚する時にマイホーム
を購入しなくても良いと思っている。 

○「隠孕入職」の内容と日本の「M 字型就

職曲線」を通して，日本と中国の職場におけ
る女性への差別を認識させる。 

○日中両国においても既婚女性は家事分担

の悩みを持っている。 
資料 12 「子随母姓」の調査結果，資料 13 

日本の夫婦同姓に関する調査結果，資料 14 

「裸婚」に関する調査結果，資料 15 「隠孕
入職」の新聞ニュース，資料 16 M 型就職率
曲線，資料 17 夫婦双方の家事量の比較 

補足 4 展開 4，5 では，展開 2 の知識に対応する，「子随母姓」（夫婦別姓に対応する），「裸婚」（核家族

化に対応する），「隠孕入職」（就職に対応する），「家事分担」（（家事に対応する）という 4 つの論争問題を
取り上げた。論争問題の授業展開は桑原145（2000）を参考した。 

展開
⑥ 

・以上の感想をもとに，自分は将来どのような暮らしをしたい
のかをワークシート 2 に記入しよう。 

(略) 
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授業は全体 2 時間構成されている。第 1 時は，世の中にどのような家族が存在しているのか，

日本人の家族はどのような形で，どのように暮らしているのかを学習者に理解させることが中

心となる。まず，ファミリー・アイデンティティの概念を学習者に確認させる。そして，日本

での名札，二世帯住宅，スーパーの惣菜などの事例を確認させ，女性の権利・役割分担に関す

る社会の現状を学習者に解釈させる。さらに家庭形態とライフスタイルがそれぞれ異なる架空

した家庭の事例を 3 つとりあげ，家庭の名札，住宅を思考させる。それを踏まえ，各家庭の平

日の夕食を作る場面の会話をグループで作成させる。最後に，グループごとに，作成した会話

を発表させることで授業を終結する。 

第 2 時は，第 1 時の内容を踏まえ，家族に関する日本の社会の現状及びそれに対する日本人

の考え方と比較することにより日中の社会的な価値を相対化し，共通点を導出することによっ

て，開かれた多元的な価値観形成をねらっている。授業では，まず，中国の家族形態とライフ

スタイルを確認させる。そして，女性の権利・役割分担に関する中国の論争問題を取りあげ，

論争問題の内容を説明させる。そのうえで，日本人の方のインタビュー内容を理解させ，自分

がどう考えているかを明確にさせた上で，ワークシート 1 に記入させる。最後に，ワークシー

ト 2 に，自分の人生計画を記入させ，授業を締めくくる。 

以上のように，授業は，家族という日中両国で共通する営みに関する内容を取り上げ，女性

の権利・役割分担に関する社会の現状と日本人の考え方を理解させ，日中両国の比較を行わせ

る上で，将来自分がどのように暮らしていきたいのかを考えさせながら，日中の社会的な価値

の相対化と共通点の導出により開かれた多元的な価値観を形成させるものとして構成されてい

た。 

 

第３節 価値観形成に関する授業分析 

授業は中国 J 省の都市部にある S 中学の日本語科主任教諭に依頼し，2018 年 12 月 22 日に

高校三年生 30 人（男子 17 人，女子 13 人）を対象に，実施した。ワークシートは 27 部回収し

た。なお，分析結果の妥当性は授業者の教師との確認・検討を通して担保された。S 中学校は

所在地である市の国際理解教育基地と認定された。当該授業はその国際理解教育の一環として

実施した。 

１  価値の相対化と共通点導出に関する学習者の達成度 

本時では，授業実践の終了直後に，学習者たちに，「夫婦・子どもの姓」，「裸婚」，「共働き・

片働き」，「料理を作る・食器を洗う」，「出産・辞職」など 5 項目について，日中両国それぞれ
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の社会の現状と共通点・相違点をワークシート 1 に記入させ，自分にとって理想的な生活とそ

の理由をワークシート 2 に記入させた。ワークシート 1 と 2 での記述の比較・考察により，他

者の文化的・社会的な価値の相対化と自身の文化的・社会的な価値の自覚化との共通点を確認

し，開かれた多元的な価値観の形成を判断する。表 4-1 は，評価基準と A，B，C の 3 段階に

対応する学習者のパフォーマンスの割合を示したものである。 

表 4-1ー本単元の評価基準と評価結果 

 評価基準 結果 

A 5 項目について，日中の文化的・社会的な価値を相対

化する記述と，自分の認識が見られる。両者の共通点に

関する記述も半数以上の項目で確認できる。 

44.4％ 

（27 名の中 12 名） 

B 5 項目について，日中の文化的・社会的な価値を相対

化する記述と，自分の認識が見られる。両者の共通点に

関する記述が確認できる。 

37.0％ 

（27 名の中 10 名） 

C 5 項目について，日中の文化的・社会的な価値を相対

化する記述と，自分の認識が見られるが，両者の共通点

についての記述が見られない。 

18.6％ 

（27 名の中 5 名） 

全体の傾向としては，27 人の学習者において，22 人の学習者が日中の家族を相対化し，家

族での女性の権利・役割分担に関する自分の考え方を述べた上で，日本人の考え方との共通点

を示した。A 評価の 12 人の記述においては，共通点の記述が，半数以上の項目で確認できた。

B 評価の 10 人の記述においては，共通点の記述が，1 つ以上の項目で確認できた。最後の 5 人

の記述では，日中の家族の特性と，家族での女性の権利・役割分担に関する自分の考え方が述

べられたが，自分と日本人の考え方の共通点に関する記述が確認できなかった。 

２  学習者 X のワークシートの考察 

次に，A 評価の学習者 X（男性）のワークシートの記述をもとに，価値観形成を考察する。

考察は，次の手順で行う。まず，内面化した社会的価値の検討をワークシート 2 で行い，次に，

そのことと他者の価値の相対化との関係を明らかにするためにワークシート 1 を分析する。 

第 1 に，自分の家族の女性の権利・役割分担に関するワークシート 2 の記述をもとに，内面

化した社会的な価値の自覚化を考察する。  
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表 4-2ーワークシート 2のデータ（学習者 X） 

夫婦の姓とも，結婚後変わる必要がありません。子どもの姓については，双方のご両親

は反対しなければ，妻の意見を尊重します。「裸婚」はしません。家庭生活のために，必需

品を用意したほうがいいと思います。そうすれば，幸福感と安心感がします。生活が貧乏で

はなかったら，片働きをしたいです。私が外で働き，妻は家のことをするパターンがほしい

です。でも，もし妻が就職する意思があれば，もちろん妻の決定を尊重します。料理・お皿

洗いは双方で分担したいです。もし妻が妊娠したら，辞職しても良いです。 

もちろん，就職活動での女性差別の現状が変われば一番理想的ですが，それが実現し

なければ，個人として，妻に，戻っても良いという避難港のような家を提供したいです。 

＊第一段落は筆者が学習者 Xの日本語による記述を書き起こしたものである。また，イ
タリック体の第二段落は，筆者が「辞職しても良い」の意味に関する聞き取りのデータを訳し
たものである。 

まず，中国は，現在国民収入が低くなおかつ住宅価格が上昇しているところで，不動産が投

資品とみられている現状146にある。この現状を踏まえ，「幸福感」や「安心感」を得るために「裸

婚」したくないことと，家事は双方で分担するという記述から，学習者は，家庭を，「幸福感」

や「安心感」が獲得できて夫婦共同で維持していく場所として捉えていることが見出された。

すなわち，家族がお互いに依存し，「幸福感」や「安心感」を追求していく存在であるという考

え方が確認できた。 

また，中国において，平均年収が低くて共働きをせざるを得ない家族が多く存在しており，

「女性の就労は『定形化』されているために，日本のように，働くかどうかということが個人

の性別役割分業意識によって左右されることがない」147(石原・青柳・田渕，2013: 241)。その

ため，「『裸婚』に反対する」，「辞職しても良い」や「避難港」といった内容では，妻の就職に

関する決定への支持と，中国の社会の現状に置かれる女性のことを特別に配慮する必要がある

という考え方が確認できた。 

さらに，「共働き・片働き」で「妻の決定を尊重する」という記述で，男女が就職する権利を

平等に有するという認識が示された。そして，「妻に，戻っても良いという避難港のような家を

提供したい」という記述で，「妻の意見を尊重する」行動に対する認識が示された。 

しかし，「夫婦・子どもの姓」という姓名権の項目について，「妻の意見を尊重する」，「変わ

る必要がありません」といった記述が見られるが，「双方のご両親は反対しなければ」というよ

うに，留保条件が付けられている。このように，「夫婦・子どもの姓」の項目では，父権的な考
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え方が示されているが，その他の項目の記述では，男女平等の考え方が示されている。いずれ

の項目でも，家族の女性の権利・役割分担について，文化的・社会的な価値の自覚化が確認で

きた。 

第 2 に，ワークシート 1 の「夫婦・子どもの姓」と「裸婚」の記述をもとに，学習者 X の感

想文で文化的・社会的な価値の自覚化と他者の文化的・社会的な価値の相対化との共通点を考

察する。 

表 4-3ーワークシート 1のデータ（学習者 X） 

①「夫婦・子どもの姓」について：「日本で女性研究者が夫の姓を名乗ると，改姓

前の論文が，新な姓名で検索できなくなる。女性は，結婚後，男性の姓を名乗らな

いほうが良い。結婚したことを示すだけで女性の利益を犠牲にすべきではない。」 

②「裸婚」について：「日本人の考えはとても現代的だ。結婚後の子育てや転勤な

どの状況に基づいてマイホームの購入を決める。中国人の考え方は伝統的だ。昔

の自然社会のような考えだと思います。家を持っていないと身を寄せるところがな

い。私はたぶん中国人タイプで，できるだけ将来が見えるような安定する生活が欲

しい。だから，私は結婚する前に家を購入したい。」 

＊ワークシート１の内容は筆者が学習者 Xの日本語による記述を書き起こしたも
のである。 

「夫婦・子どもの姓」については，インタビュービデオで，ある日本人の女性が，将来研究

者を目指すため，結婚した後でも通称を使おうと思うと述べていた。学習者 X の記述の前半部

分は，インタビューの内容から読み取った事実認識である。この事実認識をもとに学習者 X が

行った価値判断とその理由が，記述の後半部分となる。この記述では，学習者 X が，日本の現

状に関するインタビュー対象の考え方と，中国の現状に関する自分の考え方と相対化したうえ

で，女性の権利を保障すべきという認識をもとに，名乗る側の女性だけ不利益を受けることが

不公平であるという考え方を示している。ワークシート 2 の「妻の意見を尊重する」という記

述でも，女性の権利保障を重視しようとする態度が見られた。このように，「夫婦・子どもの姓」

については，女性の尊重・権利保障の点から見れば，学習者 X が，日本の社会的な価値と，自

覚した中国の社会的な価値を連関的に捉えていることが確認できた。 

「裸婚」について，インタビュービデオで，ある日本人の男性が，自分のマイホーム購入の

経緯を説明した。記述の前半部分は，その説明から読み取った事実認識である。後半部分で，

学習者 X は自分の理解で日本人と中国人の考え方を相対化し，価値判断を行った。この内容で

は，学習者 X が日本人と中国人とも家族の幸福を追求することを認識したうえで，日本人が実
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際の状況をもとに家の購入を決める一方，自分のような中国人が結婚前に家を買うという原則

があるという考え方を示した。中国人の部分はワークシート 2 の記述と一致する。このように，

「裸婚」については，学習者 X が，日中の現状と人の考え方を相対化した上で，家族の幸福を

追求する点で，日本の社会的な価値と，内面化した中国の社会的な価値を連関的に捉えている

ことが確認できた。 

これまでの考察・比較のように，まず，ワークシート 2 では，学習者 X が，家族の女性の権

利・役割分担について，内面化した中国の社会的な価値を自覚したことが確認できた。さらに，

ワークシート 1 では，学習者 X が，日中の社会的な価値を相対化した上で，共通点を導出した

ことが確認できた。また，ワークシート 2 での自分の家族に関する考え方と，ワークシート 1

での中国人の家族に関する考え方と一致する関係が確認できた。したがって，学習者 X が内面

化された中国の文化的・社会的な価値を自覚し，相対化した日本の文化的・社会的な価値につ

ながり，開かれた多元的な価値観を形成したと考えられる。 

３  授業の改善点の検討 

しかし，学習者全体のワークシートデータからみれば，授業の改善点として以下 3 点があげ

られる。 

第 1 に，感想文では父権主義と女性への配慮とを混同しがちな傾向が見られた。例えば，感

想文では，家を「提供」したいという記述が見られた。このような記述から，男子学習者が家

の全てを負担する責任感を肯定すべきである一方で，夫が家を支え，妻が夫を支えるような主

従関係の認識になれば，父権主義的な認識が生じる恐れがあろう。 

第 2 に，今回の授業は家族メンバーを異性婚の夫婦や実の子どもに簡略化148した。しかし，

男子 1 名，女子６名は子どもを産まなくても良いと記し，さらに，女子６名の中で 1 名は養子

縁組をしたい，2 名は結婚するつもりはないと記している。この状況を踏まえ，今後は，養子

縁組など多様な家族形態の視点を取り入れて授業を修正する必要があろう。 

第 3 に，当該授業は，中国の課題を中心にした内容を取り上げ，日中比較によって，内面化

した社会的な価値の自覚と，日本と共通する点の導出を図った。今後は，日本の課題を視点と

して内容を取り上げ，日中の現状と人の考え方を比較する授業を試みる必要がある。それによ

って，学習者が日本人の考え方を参考にして，自国の課題に取り組もうとする態度を形成する

可能性がある。例えば，度重なる転勤が家族生活に及ぼす影響に関する内容を授業に取り上げ

れば，学習者 X が，常に転勤するとマイホームを買っても住む時間がないというような認識を
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形成し，結婚する前にマイホームを購入しなくても良いという考え方になる可能性があろう。

このような可能性は今後の授業で検証する必要がある。 

 

第４節 小結 

本章では，社会系教科の授業構成論をもとに，日中両国の社会・文化の内容学習における自

発的な発言を支える，目標言語集団に「存在する多様な視点を理解し」，目標言語話者の「意見

との共通点を見つけることが可能であると認識する」ために必要な授業論理を開発した。まず，

社会系教科の授業構成論の知見を整理したうえで，これまでの主権者教育を中心にした価値観

形成の授業構成論では，国の統一性と国民，家族といった構成要素の多様性が示されたことで，

グローバル社会における国の多様性が暗黙的に扱われることを考察した。次に，日中両国にお

ける家族での女性の権利・役割分担に関する社会問題を取り上げ，日中の社会的な価値を相対

化し，なおかつ共通点の導出を行うことによって，開かれた多元的な価値観の形成を目指す授

業を開発・実践した。さらに，ワークシートデータをもとに，授業で，学習者 X が開かれた多

元的な価値観を形成したことを考察し，授業の改善点を明らかにした。 

以上から，本研究において，多元的な価値観形成を促すための基本的な授業構成上の原理と

して，開かれた多元的な価値観形成を図ることを通して，意見表出の正統性を保障しながら，

学習者間に非対称関係を作らないことが必要であると言える。そして，そのための授業構成と

して，開かれた社会において多様な価値観があることを学び，それらの相対化と共通点の導出

を行い，かつ，意見交換を通して学習者間にも多様な価値観があることを学び，同時に各自が

意見表明しうることを学ぶ展開が用意されていることが必要であると確認できた。 

これらの授業構成原理と展開を踏まえて，主体性を尊重した外国語学習のための，意見表出

の機会を保障する多元的価値観形成の授業として，以下の授業モデル（図 4-1）を考えること

ができる。第 5 章では，この授業モデルに則って日本語学習の単元の開発・実践を行う。 

 

図 4-1  開かれた多元的な価値観形成による発言機会保障の外国語授業モデル（仮） 
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第５章 主体的な日本語授業参加への促進効果の考察 

 

第４章では，日中の家族の権利・役割分担を題材にして，①日中両国の構成要素の多様性を

示す②社会的価値の比較と共通点の導出という開かれた多元的な価値観形成を図る授業構成を

開発した。それを踏まえて仮設された「開かれた多元的な価値観形成による発言機会保障の外

国語授業モデル」に基づいて，本章では，日本語授業を開発・実施し，学習者の主体的参加と

意欲の向上への促進効果を検証することを目的とした。 

学習者の主体的参加と意欲の向上の指標として，ここでは，ワークシート１における記述に

おいて，①日本語使用の程度と②記述内容を検討した。ワークシートでは中国語の使用も認め

られていたが，日本語を使用して自身の意見を表明することは，授業への積極的参加の指標と

考えられる。また，記述の文法的修正や表現の修正もまた，自身の意見をより適切に日本語で

表現したいという意欲の表れと考えられる。 

そのために，本章ではまず①中国の高校日本語科の日本語教育における当該授業の位置づけ

を検討する。②第４章で開発した授業構成をもとに，日本語学習のミニ単元を開発し，実践す

る。さらに，③授業実践のワークシートデータをもとに，当該授業では学習者の主体的な授業

参加がどのように保障されているのかという観点から授業効果を検討する。最後に，④③の検

討をもとに，本章の成果を明らかにする。 

 

第１節 当該授業の位置づけ 

当該授業は 2021 年 6 月 9 日に，第４章の授業と同一の中国の J 省都市部にある S 中学の日

本語学科主任教諭に依頼して実施した。授業対象は S 中学の 2 年生 37 人（男子 16 人，女子 21

人）である。 

日本語学科では，日本語の授業が週 7 回行われ，「日語」という教科書で教授する。教科書に

は，「聞く」「話す」「読む」「書く」の 4 技能に加え，総合的な言語活動も収録している。当該

授業で教科書は人民教育出版社の 2008 年版の『日語』を使用した。その教科書は必修 5 冊，

選択 2 冊の編成となっている。必修 5 冊は，留学や就職などで中国の高校卒業資格だけを求め

る学習者， 選択 2 冊は，中国の大学に進学する必要のある学習者を対象としている。 

本章は人民教育出版社『日語 必修５』の第２５課(各課は 7 時間の授業で構成される)「わ

たしの将来」を対象にし，改善授業の開発を行った。第２５課の目標は「人の人生を知り，自
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分の将来を想像して設計図をかいて日本語で説明する」ことである。教科書での第２５課の構

造は表 5-1 の左側の「改善前」の欄にまとめている。 

当該授業には，本研究で明らかにしてきた開かれた多元的価値観形成の授業構成原理に照ら

して，具体的に以下３つの改善点が存在すると考えられる。 

第一に，当該課は人生の設計図を日本語で説明することを目標として設定したうえで，第 1

時間で学習者に自分の人生計画を討論させる。しかし，日本語能力の制限で学習者は必ずしも

日本語で自分の人生計画を表出できないと考えられ，教師が日本語のみにこだわると，学力の

格差で非対称的な関係が生まれる可能性がある。 

第二に，当該課の「人生設計」に関する内容には，日本で暮らすという選択肢が設けられて

おらず，日本・日本語のことが言及されていない。日本に関する内容の学習及び意見表出を求

める学習者にとって，教師が規定された授業内容に固執する場合，彼らの授業参加の正統性が

失われることになりかねない。また，当該課の目標には「人の人生を知り」と述べているが，

教科書には，ある著名な数学者以外，架空の事例しかあげられていない。しかも，この数学者

が人生の最期に東京大学で学術講演をしていたこと以外日本とのつながりがない。もちろん，

この学者が逆境の中で立ち上がってたゆまず努力したことを通して大きな研究成果を収めたと

いう事例が良い事例であることは否定できないが，その上で日本人もしくは日本社会に関わる

事例とデータをさらに充実する必要があると考えられる。 

第三に，当該課には，「人生設計」と，『世界子ども白書』における「女性のエンパワーメン

ト」の内容が見られた。しかし，「人生設計」の内容にはジェンダーの要素が含まれず，なおか

つ，「女性のエンパワーメント」の内容は読解素材として授業の最後に編成されているのみであ

る。つまり，当該課の編成には，「人生設計」の内容と，ユニセフの子ども白書での女性の役割

と権利に関する内容が関連づけられていない。 

そこで，上記３つの改善点に取り組むために，本章は第４章で開発した授業構成をもとに，

日本社会やジェンダーに関わる内容を取り上げて改善授業を開発する。当該授業の学習を通し

て第 25 課全体の学習意欲を向上させるために，この授業は第 25 課の最初に位置づけたい。当

該授業での日本社会・文化に関する資料は全部日本語のまま学習者に提示する。当該授業の目

標と重なっている活動内容を削除した上で，改善後の第 25 課の流れは表２の右の欄にまとめ

ている。 
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表 5-1-第２５課「わたしの将来」の構成 

 改善前 改善後 

第１時間 

 

「あなたは人生をどのように計画してみたいですか」

の質問について話し合い，数学者の人生について

の文章を読んで，感想を述べる。文章での文法を習

う。 

当該ミニ単元「男は外，女は内？」授業活

動を行う。（本時） 

第２時間 

第３時間 いくつかの事例を通して，他の人の人生設計を理解

する。 

数学者の人生についての文章を読んで，

感想を述べる。文章での文法を習う。 第４時間 

第５時間 いくつかの事例を通して，他の人の人生

設計を理解する。 第６時間 

第７時間 自分の人生を設計する日本語活動を行う。 自分の人生を設計する日本語活動を行

う。 

 

第２節 授業開発 

１  単元構成 

研究目的を達成するために，以下のように単元構成を設定した。 

単元内容について，第４章の授業の実施状況をもとに，同授業実施者の教師と相談し，学習

者が興味関心と経験を多くもつ「家事分担」のテーマを取り上げた。第 4 章で実施した授業内

容との整合性を図るために，その授業で提示したインタビュービデオと類似する「専業主婦」

および「寿退社」の事例を中心に授業内容を開発した。 

当該授業では，次の３点で示すように，第４章の授業構成をもとに，コミュニケーション活

動の割合を増加して再構成した。 

まず，家族に関する知識の補充並びに社会・文化の理解を求める第４章の展開①-④を，当該

授業の展開①にまとめた。 

次に，第４章の展開⑤と同様に，日本人の考え方と比較して共通点を導出させる当該授業の

展開②，③を設定した。 

さらに，言語実践の機会を保障するために，開かれた価値観の形成をさせた後，学習者間の

コミュニケーションと振り返りを図る展開⑤を設定した。 

具体的な流れは次の通りである。 

展開①は「内容理解のための知識の補足」段階である。この段階において，文化の側面では，

日本人の家庭観について初歩的な理解を形成させる。そのために，いくつかの事例を提示し，

授業活動に必要な知識の補充を図る。言語の側面では，これからの日本社会に関する内容の理

解に必要な新出単語の教授を行い，言語活動で使用可能な既習文法を復習する。 
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展開②は「日本人との比較による観点の形成」段階である。この段階においては，学習者に

日本人の考え方に対する感想をワークシートに記入させることにより，家庭内の役割分担につ

いて価値判断を行い，日本語で自分の見方・考え方を表出させる。 

展開③は「開かれた授業空間における自分自身の立場に対する認識の形成」段階である。こ

の段階において，文化の側面では，日本人の家庭観に関する資料の理解並びに，他の学習者の

考え方との比較により，開かれた授業空間における自分自身の立場を認識させる。 

展開④は，「社会・文化に関する多元的で共感的な対話」を図る段階である。この段階におい

て，できるだけ多くの他者と対話しやすい環境を作るために，討論活動を中心に展開した。文

化の側面では，日本文化を背景とした対話活動により，多元多層的で社会的な文脈における様々

な他者との共感的な理解を形成するのを図る。言語の側面では，自分自身の立場からの観点形

成を支援することにより，実際に日本語で自分の意見を表出できる授業環境を構築する。 

展開⑤は，「既習内容に対する意識的な内省」を促す段階である。この段階においては，作文

を完成させることで，当該授業の文化学習および言語活動参加をもとに，家事分担に関する考

え方を形成しながら日本語で表出させる。それとともに，既習された言語知識に対する内省を

促す機会を設ける。 

２  単元計画「男は外，女は内？」 

授業は全体 2 時間構成されている。第 1 時は，家族に関する日本の社会の現状及びそれに対

する日本人の考え方と比較することにより自分の観点を形成し，開かれた授業空間における自

分自身の立場を認識させる。まず，「専業主婦」（日本の CM 動画）および「寿退社」の事例（関

連記事 2 件）を提示し，学習させる。さらに，寿退社に対する自分の観点及びその理由をワー

クシート１（日本語）に記入させ，発表させる。最後に，関連資料をもとに日本人の家庭観を

さらに説明し，日本人の考え方と学習者たちの考え方の共通点・相違点を認識させることで授

業を終結する。 

第 2 時は，第 1 時の内容を踏まえ，日本文化を背景とした言語活動を設け，多元的で共感的

な対話の生み出しをねらっている。まず，第 1 時のワークシート１の記入内容をもとに，同様

な立場におかれる学習者を同じグループに編成する。次に，同じ立場の学習者同士にグループ

内で意見交換（日本語）を行わせる。さらに，各グループの代表に各自のグループの意見を A

１サイズのワークシート２に記入し発表させる（日本語）。その後，お互いのグループの発表内

容について意見交換を行わせ，コメントをワークシート３に記入させる（日本語）。さらに，コ

メントを追加する必要があると感じた学習者に，ポスターの対応する項目の近くに付箋で自分
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の意見を掲示させる。最後に，もう一度お互いのグループの発表内容について意見交換を行わ

せ，学習者に作文の宿題（日本語）を出すことで授業を締めくくる。なお，発表等において日

本語の補助として中国語の使用も認めた。 

指導細案は次のようである。 

単元目標：日本人の家庭観を初歩的に理解する。その上で，自分自身の立場から，理想的なライフスタイルについて，自分の

観点を日本語でわかりやすく表出する。 

「核心素養」（key competences）の育成目標：身近なテーマについて自分の観点を日本語で完全に表現することができる。

（日本語科・言語能力・５級149） 

 授業過程 教師の指示・発問 教授学習過程 

第

１

時 

 

導入 

(5 分) 

・どのような家事ができるか。 

・普段家事をどれくらいやっているか。 

・当該活動で使える文型の復習 ・新出単

語の説明 

 

○家事が高度な仕事であるが，どんな家庭でも直面しなけ

ればならないことである。 

T：学習課題を提示する。 

S：予想する。 

T：復習・予習の文法・単語を確認させる。 

S：復習・予習の文法・単語を確認する。 

展開

（30 分） 

 

・動画資料の提示により，日本人の代表

的な考え方「男は外，女は内」を説明する 

・「専業主婦」と「寿退社」のことを紹

介する 

 

T：普段家で誰がお皿洗いをするのか。 

S：父または母 

T：日本の動画（洗剤の CM）を流す。動画の中で，旦那さ

んがお皿を洗っているのを見た奥さんが涙溢れた。 

T：この動画から見れば，日本人の家で普段誰がお皿洗い

をすると思いますか。 

S：奥さん 

T：ビデオについての感想を聞く 

S：自分の家の状況を踏まえて感想を言う。 

T：日本の「専業主婦」と「寿退社」のことを紹介し，日

本に対する認識を深める。 

 ・家庭内の役割分担についての考えをワ

ークシート１に記入させる。 

あなたは「寿退社」が良いと思います

か。その理由（3 つぐらい）を記入してく

ださい。 

T：時間，お金や人生観などの視点を提示し，ワークシー

ト１を記入させる。 

S：自分の考え方をワークシート１に記入する 

T：学習者が記入した理由における賛成と反対の意見の数

により学習者の立場を確認する。この立場確認は第２時の活

動の事前準備にもなる。 

まとめ 

（5 分） 

・日中での家庭の役割分担についてまと

める。 

・日中両国とも，多元的な家庭観が存在

する。 

T：①中国の家庭主婦が増えること②日本の共働き家庭が

増えることに関する新聞記事・統計資料を提示し，多元多層

的な社会認識を形成させる。 

S：教師の提示した資料をもとに，日中両国に対する社会

認識を深める。 

第

２

時 

 

導入 

(5 分) 

本時のディベート活動の流れと内容を説

明する。 

授業活動 「先生を助けてください！」 

先生の友達，李さんは日本にいます。 

T：第 1 時のワークシートをもとに学習者の立場を再確認

し，「共働き」グループと「家庭主婦」グループを編成す

る。 

S：教師の指示に従って自分のグループを決める。 
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第３節 主体的な日本語学習への促進効果の考察 

前述したように，学習者の文化・社会に関する思考を支援するために，2 つの授業において

もワークシートを配布した。これらのワークシートにより学習者の思考過程の見える化を図る。

各ワークシートの関係及び使用の時間帯は図 5-1 を参照されたい。 

本節では，学習者がいかに日本語学習活動に主体的に参加しているかを考察するために，こ

れらのワークシートの記入内容をもとに，授業過程を分析する。感想文のカテゴリ化は，KJ 法

をもとに授業の感想文分析に特化した河野辺150（2017）の分析技法を参考にした。当該授業の

分析では，筆者と日本語も中国語も堪能な教育学専攻の大学院博士課程学生（中国人留学生）

1 名が共同でデータを確認してカテゴリ化した。 

 

  李さんは来月田中さんと結婚する予定

です。 

 先日李さんが先生に相談に来ました。

李さんは結婚したら，仕事をやめるかを迷

っています。先生は李さんにどう答えれば

良いのでしょうか。 

 皆さんのお考えを教えてください！ 

（李さんについての説明は省略） 

A：共働き            B：家庭主婦 

T：本時の活動内容を説明する。 

S：本地の活動内容を確認する。 

 

展開 

（25 分） 

・各グループにそれぞれ賛成・反対理由

を３つあげ，A１サイズのワークシート２

に記入して黒板に貼り付け，発表させる。 

T：グループ討論とワークシート記入をさせる。ワークシ

ートの内容をグループごとに全体の前に発表させる。 

S：グループごとに討論し，討論結果を発表する。 

お互いのグループの賛成・反対の理由に

対してコメントを討論させる。討論結果を

もう１枚のワークシート３に記入させ，ワ

ークシート２の右に貼らせる。 

ワークシート３のコメントに対してもし

感想があれば，その感想を付箋に記入さ

せ，そのコメントの近くに貼らせる。 

もう 1 つのグループのコメントに対して

各グループに討論させ，討論結果を発表さ

せる。 

まとめ

（10 分） 

教師は各グループの発表・コメント内容

を講評する。そして宿題を出して感想文を

記入させる。 

T：本時の内容をまとめる。 

S：本時の既習した内容を確認する。本時の授業への感想

を用紙に記入する。 
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図 5−1  各ワークシートの関係図 

１  ワークシート１における各学習者の日本語使用状況 

まず，当該授業における学習者の位置づけ（中心か周辺か）について確認する。当該授業が

日本語で行われるとともに補助的に中国語を使用するのも可能なため，授業での日本語の使用

状況を通して，学習者の位置づけが周辺的か中心的かを確認できると考えられる。ここではワ

ークシート１のデータをもとに，各学習者の日本語使用状況を把握した。 

表５－2 で示したように，37 人の学習者の書いたそれぞれ 3 つの賛成・反対の理由，合計 111

項目のデータを，日本語記述の有無に基づいて，「日本語だけ」，「日本語も中国語もあり」，「中

国語だけという３つのカテゴリに分類した。 

各カテゴリの人数は，合計 37 人の中で，3 項目とも「日本語だけ」で記述した学習者は 10

人，中国語と日本語両方とも用いて記述した学習者は 25 人，３項目とも「中国語で記述した学

習者は 2 人確認した。また，項目ごとに分類すると，合計 111 項目のデータにおいて，「日本

語だけ」のデータは 52 項目，「中国語も日本語もあり」のデータは 46 項目，中国語だけのデ

ータは 13 項目確認した。 

集計結果から，次の２点が示唆された。 

1 つ目に，当該授業では日本語も中国語も使用できるのに対して，「日本語だけ」のデータの

項目数が一番多いことから見れば，当該授業における学習者の日本語使用の傾向が中国語より

強いことが示されたと考えられる。 

2 つ目に，「日本語だけ」のデータは 52 項目で全体の半数以上を閉めるが，3 つの項目とも

日本語で記述した人は 10 人であり全体の３分の１以下であった。全体として日本語使用の傾
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向が強いが，特に日本語だけで記述できたのは特定の 10 人であったといえる。彼らは本授業

の討論活動で，より中心的な位置を占めたと考えられる。一方，3 つの項目とも中国語だけで

記述した２人はより周辺的な位置にあるのであろう。 

２  ワークシート１のデータから捉えた日本語学習への主体的な参加 

しかし，当該授業は，「日本語だけ」の 10 人の主体的な日本語発言を促したとは言えない。

なぜなら，このような能力もしくは自信の高い学習者は，他の授業においても高い自己評価を

もとに日本語で発言する可能性が高いからである。それでは，より周辺的な位置にあると考え

られる学習者はなぜ中国語を使用していたのか。とりわけ，「中国語だけ」の２人の学習者は，

中国語だけを使用する原因は日本語学習の意欲の低下であろうか。 

次は，各カテゴリの項目において単語・文法の修正の有無ならびに，日本語表現が適切か否

かの視点から当該授業での日本語学習行為を検討する。 

表 5-2 ワークシート１の記述内容の使用言語 

記述内容の類型 人数 項目数＊ 

日本語だけ 

修正なし＆適切な日本語表現 

10 52 

7 

単語・文法の修正あり＆適切な日本語表現 33 

日本語表現が適切ではない 12 

中国語も日本語

もあり 

中国語の文も日本語の文もあり 

25 46 

13 

中国語で日本語の伝えない内容を補足 18 

日本語で作成中の内容を中国語に修正 5 

中国語だけ 中国語の記述 
2 13 

10 

日本語で作成中の内容を中国語に修正 3 

合計 37 111 

＊項目数の人数は延べ人数である。 

 

「日本語だけ」の項目  表 5-2 のように，52 項目の「日本語だけ」のデータにおいては，【修正

なし＆適切な日本語表現】，【単語・文法の修正あり＆適切な日本語表現】，【日本語表現が適切

ではない】項目がそれぞれ 7 項目，33 項目，12 項目確認できた。 

その中で，【修正なし＆適切な日本語表現】の項目は学習者の日本語能力を表すものではある。

一方【単語・文法の修正あり＆適切な日本語表現】では，中国語簡体字の「机会」から日本語
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の「機会」への修正という記述的・文法的修正が確認されたため，このようなデータは，日本

語を正確に書こうという意欲の表れと考えられる。「仕事したがる女姓もあるし，仕事したがら

ない女姓もある。ただ結婚や育児などことで退社すれば，それは真実の考えじゃない」（原文の

ママ）という【日本語表現が適切ではない】のデータのように，日本語だけで意見記述したも

ののうち，必ずしも正しい日本語ではないものも含まれていた。しかし，ゆえにこそ，日本語

による主体的な意見表明の意欲の表れといえる。 

「中国語も日本語もあり」の項目  46 項目の「中国語も日本語もあり」のデータにおいては，

【中国語の文も日本語の文もあり】，【中国語で日本語の伝えない内容を補足】，【日本語で作成

中の内容を中国語に修正】の項目がそれぞれ 13 項目，18 項目，5 項目確認できた。 

その中で，日本語を書く前に中国語の文を書いた【中国語の文も日本語の文もあり】データ

は，【単語・文法の修正あり＆適切な日本語表現】と同様に，日本語を正確に書こうという意欲

の表れと言える。【中国語で日本語の伝えない内容を補足】の項目では，できれば日本語で書こ

うとする意欲があり，難しいところは中国語で書いたもののため，このような両言語が混じっ

ても意見を書こうとする態度は主体的に参加していることの現れともいえる。しかし，【日本語

で作成中の内容を中国語に修正】の項目では，日本語を書こうという意欲が見られたが，中国

語に修正されたことは自分の意見を述べるには日本語能力が不十分であるという自覚があって

のことであり，それはむしろ本授業での意見表明の意欲の表れと言える。 

「中国語だけ」の項目  13 項目の「中国語も日本語もあり」のデータにおいては，【中国語の

記述】，【日本語で作成中の内容を中国語に修正】，の項目がそれぞれ 10 項目，3 項目確認でき

た。【日本語で作成中の内容を中国語に修正】の項目では日本語を書こうという意欲が見られた

と言える。しかし【中国語の記述】は，自分の意見の表明に日本語能力が不十分であるという

自覚のゆえとも考えることはできるが，日本語での意見表明の意欲を確認することはできない。 

このようにワークシート１での日本語の使用状況から，学習者は全体的に日本語で発言する

意欲が高いと言える。その中で，ワークシートの内容を全て日本語で記入した一部の学習者（「日

本語だけ」【中国語の文も日本語の文もあり】）が確認された。しかし，日本語能力または自信

が高ければ他の日本語授業にも積極的に参加する可能性が高いため，このような学習者のデー

タは当該授業の効果を示す証拠と見なすことができないと考えられる。 

とはいえ，日本語能力の不足にもかかわらず，両言語が混じっても意見を書こうとする態度

を表した学習者（【中国語で日本語の伝えない内容を補足】）が確認された。このことからは，

使用言語を限定せず意見表明を中心にする授業設定は，日本語能力次元において当該授業の周
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辺的位置にある学習者の主体的な授業参加の意欲を支えると言えるだろう。それは，【日本語で

作成中の内容を中国語に修正】の項目でさらに明確になると考えられる。 

これまで考察したように，当該授業においては，そもそも日本語能力または自信が高い学習

者（「日本語だけ」【中国語の文も日本語の文もあり】）の主体的な学習への促進効果が確認でき

ない。一方，日本語能力次元において当該授業の周辺的位置にある学習者の主体的な授業参加

の意欲（【中国語で日本語の伝えない内容を補足】【日本語で作成中の内容を中国語に修正】）が

確認できた。この学習意欲は言語に限らず意見表明を中心にする授業設定に支えられたと考え

られる。 

 

第４節 ワークシート１における学習者の意見の多様性 

本節では，引き続きワークシート１のデータをもとに，開かれた価値観形成を図る授業内容

構成は学習者の意見表明にどのような影響を与えるかについて考察する。 

１  ワークシート 1 における「寿退社」に対する学習者の立場 

第 1 時の最後，女性の「寿退社」について，賛成か反対かについての価値判断と３つの理由

をワークシート 1 に記入させた。学習者の記入した立場は表 5-3 にまとめた。 

表５－３ ワークシート 1における「寿退社」に対する学習者の立場 

記入内容の類型 学習者数 

3 項目とも「寿退社」に賛成 0 

3 項目の中で賛成も反対もある 
20 

賛成２反対１ 6 

賛成 1 反対 2 14 

3 項目とも「寿退社」に反対 17 

 

表 5-3 から見れば，17 人の学習者が，寿退社に反対する理由を３つ記入することで，片働き

151に反対する立場を示した一方，「寿退社」に賛成する理由を３つ記入する学習者はいないこと

が確認された。さらに，３つの理由において 20 人が賛成と反対の両方の意見を記入した。 

２  Aグループのワークシート 1 における「寿退社」に対する意見の多様性152 

学習者の立場を踏まえ，教師が反対の理由を３つ記入した学習者 17 人を A グループに，賛

成の理由も反対の理由も記入した学習者 20 人を B グループに編成し，第２時の活動に参加さ

せた。 
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A グループが記入したワークシート１の内容について，寿退社に反対する考え方を KJ 法に

よってカテゴリ化した。その結果，【個人のライフスタイル】，【家庭生活】，【社会発展】の大き

く 3 つのカテゴリが，その下位カテゴリとして全 10 カテゴリが作られた（表 5－4）。 

その中で，【個人のライフスタイル】カテゴリは，表 5-4 で示したように，個人的な視点での

理由である。【家庭生活】カテゴリは，家庭のあり方の観点から，寿退社せずに共働きでいるこ

との利点を述べた意見群である。【社会発展】カテゴリは，社会発展の視点から，寿退社に反対

する理由を述べた意見群である。 

表５―４ A グループの「寿退社」に反対する理由 

カテゴリ 人数＊ 

個人のライフ

スタイル 

仕事が人生の価値や理想の実現につながる 13 

17 

働くことで経済的に自立できる 8 

離婚後の生活が不安 2 

一人で家事をするのは疲れるしつまらない 8 

独身の選択肢を示す 1 

家庭生活 世帯収入を増やす 4 
8 

 
一緒に家事をすると負担が減る 2 

一緒に家事をすることで相互理解が深まる 3 

社会発展 適材適所 6 
7 

考え方の定着によりもたらされた差別への懸念 3 

＊人数は延べ人数である。 

個人のライフスタイル  【個人のライフスタイル】カテゴリは，表 5-4 で示したように，個人

的な視点での理由である。その中で，「女性は自分の仕事を持ち，家族に縛られず，広い人生を

歩む必要がある」というように，ほとんどの学習者が仕事を辞めるか否かという選択を自分の

願望や人生観と結びつけた。同様に，「ずっと家にいて家事をするのは，孤独で退屈なこと」と

いうように，8 人の学習者が家事を疲れやすく単調な作業として仕事と対極的に捉えている。

また，「長期間辞めていたことで職場での経験がないため，離婚後の再就職が非常に困難になる

ことがある」というように，経済的に自立しないことによりもたらされる極端な結果を 2 人の

学習者が述べた。最後に，「今の社会では結婚しないという選択肢もある」というように，１人

の学習者は結婚が当然視されることに疑問を投げかけた。 

家庭生活  【家庭生活】カテゴリは，家庭のあり方の観点から，寿退社せずに共働きでいる

ことの利点を述べた意見群である。まず経済面においては，「個人のライフスタイル」カテゴリ

の下位カテゴリである【働くことで経済的に自立できる】という観点と類似して，「片方だけが

経済を支えるなら，ストレスが非常に溜まりやすい」と４人の学習者が述べた。また，２人の
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学習者からは【一緒に家事をすると負担が減る】，３人からは【一緒に家事をすることで相互理

解が深まる】といった指摘があった。この２点はいずれも【個人のライフスタイル】カテゴリ

の【一人で家事をするのは疲れるしつまらない】という考え方の延長線に置かれるといえよう。 

社会発展  【社会発展】カテゴリとして，7 人の学習者は，社会発展の視点から，寿退社に

反対する理由を示した。そのうち６人は「寿退社することで埋もれ，あるいは無駄になってし

まう優秀な人材がたくさんいるだろう」というように，共働きの世帯が増えると【適材適所】

の社会になると指摘した。この【適材適所】の考え方の背景には【仕事が人生の価値や理想の

実現につながる】の考え方があり，個人と会社・社会が相互依存しながら各自の目標達成を目

指しているという観点があると考えられる。最後に，３人の学習者は「家族の役割分担に関す

る考え方」が「定着」することで，女性に対するステレオタイプが生じる可能性があることを

指摘した。この理由から見れば，寿退社は日本特有の社会現象であるため，３人の学習者が授

業資料をもとに，想像により新しい社会認識を構築していると推察される。 

このように，A グループの学習者は，【仕事が人生の価値や理想の実現につながる】という価

値観をもとに個人，家庭及び社会を含む多層的な次元において，価値創造，経済的自立，仕事

の量及び感情の視点から，寿退社に反対する理由を述べていることがわかる。 

３  Bグループのワークシート 1 における「寿退社」に対する意見の多様性 

一方，B グループが記入したワークシート１の内容について，「寿退社」に賛成する意見と反

対意見の両方を確認した。KJ 法によるカテゴリ化の結果，反対意見では，【個人のライフスタ

イル】，【家庭生活】，【社会発展】の大きく 3 つのカテゴリが，その下位カテゴリとして全 11 カ

テゴリが作られた。一方，賛成意見では，【個人のライフスタイル】，【家庭生活】の大きく２つ

のカテゴリが，その下位カテゴリとして全 6 カテゴリが作成された。 

個人のライフスタイル  まず，【個人のライフスタイル】カテゴリについては，A グループと同

様に，【仕事が人生の価値や理想の実現につながる】，【働くことで経済的に自立できる】，【離婚

後の生活が不安】，【一人で家事をするのは疲れるしつまらない】などの反対理由が挙げられた。

しかし，グループ全体が【仕事が人生の価値や理想の実現につながる】と考えていた A グルー

プとは異なり，この理由を持つ人は 20 人中 7 人だけである。また，その補完的な理由【一人

で家事をするのは疲れるしつまらない】を持つ人も 4 人と，グループ A の半数に減少した。 そ

れ以外にも，【夫婦の感情に悪い】影響を与える可能性を学習者１人が指摘した。 
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表５―５ Bグループの「寿退社」に賛成・反対する理由 

「寿退社」に賛成する理由  「寿退社」に反対する理由 

人数 カテゴリ 人数＊ 

7 10 家事に集中できる 個
人
の
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル 

仕事が人生の価値や理想の実現に

つながる 

7 16 

7 働かない方が自由で楽 働くことで経済的に自立できる 7 

1 家事を楽しむ女性がいる 離婚後の生活が不安 3 

 一人で家事をするのは疲れるしつ

まらない 

4 

夫婦の感情に悪い 1 

11 15 子育てに良い 家
庭
生
活 

世帯収入を増やす 8 9 

6 役割分担により相互理解が得ら

れる 

一緒に家事をすることで相互理解

が深まる 

2 

1 旦那は仕事に専念できる 祖父母の手伝いがあれば寿退社し

なくてもいい 

1 

 社
会
発
展 

適材適所 1 3 

時代の変化に適応できない 2 

考え方の定着によりもたらされた

差別への懸念 

3 

＊人数は延べ人数である。 

 

一方，B グループは A グループに比べて，【家事に集中できる】【働かない方が自由で楽】【家

事を楽しむ女性がいる】という 3 つの賛成理由を挙げた。まず，家事について，B グループの

7 人の学習者は，「家事が重たいから，夜だけやると終わらない恐れがある」から家事に専念す

べきだとして，家庭生活を維持するために家事を担当する人を設ける必要性を指摘した。 この

理由は，【一人で家事をするのは疲れるしつまらない】という反対意見とは対照的であり，家族

の家事総量に対する前提は同様であるが賛成か反対かという立場が違うことを反映している。 

次に，「仕事を辞めた女性は，自由な時間が増え，夫婦で楽しむことができる」というように，

【働かない方が自由で楽】という理由が 7 人の学習者の記述内容から確認した。 また，「家に

家事をすることが好きな人があります。例えば，私の母（原文のまま）」というように，【家事

を楽しむ女性がいる】という理由も見られた。この２点を，反対側の【仕事が人生の価値や理

想の実現につながる】という理由と合わせて考察すると，賛成・反対いずれの意見も持ってい

る学習者が，人生の価値と理想として，家事と仕事のいずれをも重視する考え方をもっている。 

家庭生活  【家庭生活】カテゴリでは，【世帯収入を増やす】，【一緒に家事をすることで相互

理解が深まる】という 2 つの理由が B グループの回答にも見られた。このように，共働き家庭
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がより多くの収入が得られるのが両グループの共通認識になっていることが改めて確認できた。

また，B グループでは，【祖父母の手伝いがあれば寿退社しなくてもいい】という意見も見られ

た。この意見は，中国では一人っ子政策の後，基本的に一家に一人だけ子女がいるという背景

を受け，夫婦の両親とも子育てに協力する余地があるという前提で形成されたと考えられる。 

賛成意見としては，【子育てに良い】，【役割分担により相互理解が得られる】，【旦那は仕事に

専念できる】という 3 つの理由を確認した。「子どもたちと一緒に過ごす時間を増やすことは，

子どもたちの成長にもつながる」というように，【子育てに良い】理由は，11 人の学習者が挙

げている。子育てについての理由は反対側の記述には見当たらない。【役割分担により相互理解

が得られる】の意見は同じ B グループの【夫婦の感情に悪い】，【一緒に家事をすることで相互

理解が深まる】という反対意見と対立している。最後に，【旦那は仕事に専念できる】という意

見は，妻が家庭のために自分のキャリアを犠牲にする可能性を示すものである。これは反対意

見の【離婚後の生活が不安】，【一人で家事をするのは疲れるしつまらない】という意見と同様

に，その背後には仕事は自分の理想や価値を実現することを促進する一方で家事がそれを阻害

するものであるという価値観を反映したと考えられる。 

社会発展  最後に，【社会発展】カテゴリでは，【適材適所】，【家族の役割分担に関する考え

方の定着への懸念】に関する理由も B グループで確認された。また，【時代の変化に適応でき

ない】という意見は，学習者が，人は社会の発展に適応するために，常に自分を変えるべきだ

と考えていることを示している。一方，賛成意見としては社会発展に関する理由は述べられな

かった。このことから，寿退社が家庭志向の行動であるということに，全員が同意していると

いえよう。 

このように，B グループの学習者は，A グループと同様に，【仕事が人生の価値や理想の実現

につながる】という価値観をもとに個人，家庭及び社会を含む多層的な次元において，価値創

造，経済的自立，仕事の量及び感情の視点から，寿退社に反対する理由を明確に述べているこ

とが確認された。一方，【働かない方が自由で楽】，【家事を楽しむ女性がいる】や【子育てに良

い】などの意見を見ると，賛成意見は，人生の価値が仕事より家庭にあるとの考えに基づくも

のであろう。さらに，【一緒に家事をすると負担が減る】，【一緒に家事をすることで相互理解が

深まる】という意見のように，賛成意見は家事を仕事以外の時間で終わること，なおかつ夫婦

の感情を深める手段としてみなしている。それに対して，【家事に集中できる】，【役割分担によ

り相互理解が得られる】というように，反対意見は夫婦のどちらかが専ら家事に携わるのを必

要とし，共に家事をやることよりは役割分担による支え合いの方を重要視している。 
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これまで考察したように，ワークシート１における学習者の立場確認及び内容分類の結果，

当該授業では，学習者が賛成または反対という一方の立場から「寿退社」の意見を表明しただ

けでなく，賛成・反対の両面から「寿退社」の課題を捉えて意見を表明したことがわかった。

さらに，各項目の意見のカテゴリ化の結果を見ると，賛成意見と反対意見のいずれも，個人，

家族や社会など，アイデンティティに関する多元的な視点から意見を表明したのを確認した。 

 

第５節 分析結果の考察 

ワークシート１の記述における①日本語使用の程度と②記述内容の分析結果から見れば，開

かれた多元的な価値観形成を図る授業構成は，日本語使用の傾向が低い学習者の主体的な授業

参加と日本語学習の意欲向上を促したと言える。 

まず，日本社会・文化に対する意見の表出を保障することを通して日本語能力不足により周

縁化する状況を改善する可能性を示した。【日本語で作成中の内容を中国語に修正】の項目から，

社会・文化の内容学習を中心とする授業でも，学習者は日本語能力による非対称的な関係の影

響を受け，自分の日本語能力の不足に対する判断をして日本語の発言の機会を放棄したことが

確認できた。とはいえ，当該授業では日本語の意見表明を諦めた学習者は授業参加を諦めず中

国語でも自分の考えを述べていた。これはすなわち，目標言語集団すなわち日本の社会・文化

を自分たちのそれと比較させる形で取り上げ，かつ，使用言語を限定しなかったことで学習者

全員の発言の正統性が保障されたことを示すだろう。このような学習者は，日本語の発言はで

きないが，第２時の授業活動では日本語にとらわれずできる限り積極的に授業参加を行い，聞

く，読むという方法で日本語をたくさんインプットし自分の日本語能力を向上させると考えら

れる。積極的な授業参加とは，授業の実践共同体への積極的参加であり，すなわち「正統的周

辺参加」が高まったと言える。ただし，日本語授業の最終目標は日本語学習であるため，さら

に日本語授業の実践共同体の中心へ移動するためには，日本語をさらに学習する必要がある。

自分の意見をアウトプットすることは難しくても積極的に授業参加することによって，より多

くの日本語をインプットすることができ，学習者の日本語学習を促すことができる。意見の表

出を保障する授業設定は学習者の日本語授業の実践共同体への正統的周辺的参加を促し，学習

者の周辺的参加の高まりが，目標言語集団への正統的周辺参加のための日本語学習意欲を向上

させると言える。 

次に，日本社会・文化に対する意見表出の正統性は開かれた価値観形成を図る授業構成に支

えられると考えられる。第２章で述べたように，教師は社会の主流の考えという特定の見解に
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固執し，それを学習者に学習させる場合，異なる立場にある学習者は教師からの「社会化」の

圧力で自分の意見の表明を諦めがちである。この点を克服するために，当該授業は日中両国の

それぞれ異なる立場の観点の説明・比較を通して，以下２点を図った。①片働きについて，両

国では賛成・反対の意見の割合が異なり，どちらの立場を選んだ学習者にも，帰属できるマジ

ョリティの集団がある。この情報の提示により，学習者に自由に賛成と反対の立場を選択でき

る授業空間を構築した。②両国の社会発展段階などが異なり，両国の人々が同じ価値判断を行

なったとしてもその理由や基準が異なる場合が多い。このような両国の事例学習を通して片働

きの課題を捉える多元的な視点を形成させた。この２点を通して，意見形成の方向性を十分に

確保することにより，意見表出の正統性が保障されたと言える。 

 

第６節 小結 

本章では，開かれた多元的価値観形成を図る授業構成によって，学習者の主体的参加と意欲

の向上が促進されたことを検証するために，第４章で開発した授業構成をもとに，日本語学習

の単元を開発・実施した。授業で配布したワークシート１の記述における，①日本語使用の程

度と②記述内容の考察を通して，次の３点を明らかにした。 

第 1 に，ワークシート１の記述の分析結果から見れば，開かれた多元的な価値観形成を図る

授業構成は，日本語使用の傾向が低い学習者の主体的な授業参加と日本語学習の意欲向上を促

したことが確認された。 

第２に，ワークシート１における日本語の使用程度と修正の有無に関する分析結果は，日本

社会・文化に対する意見の表出を保障することを通して日本語能力不足により周縁化する状況

を改善する可能性を示した。 

第３に，ワークシート１における記述内容の分析結果は，日本社会・文化に対する意見表出

の正統性が開かれた価値観形成を図る授業構成に支えられると示唆した。 

このように，当該授業では，開かれた多元的な価値観形成を図る授業構成により日本語使用

の傾向が低い学習者の主体的な授業参加と日本語学習の意欲向上を促したと言える。 

この結果から，第 4 章で仮設した授業モデル（図 4－1）が概ね妥当であったことが示された

と言えるだろう。すなわち，図 4－1 にあるように，「社会・文化の内容」について「開かれた

多元的価値観形成」ができるような工夫をすることで（展開①-③），学習者に「自主的な思考」

を促すことができた。さらに「自分自身の立場から」価値観を作り表明する環境を作った（展

開④⑤）ことにより「自発的に発言」することを促した。このようにして，日本語使用の程度



 

70 

 

が低い学習者であっても「正統的周辺参加」が可能になり，日本語学習意欲の向上が見られた

と考えることができるだろう。  
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終章  総合考察 

本研究は，中国の高校日本語科日本語学習者を対象とし，学習者が明確な学習動機をもつに

もかかわらず周縁化する原因を検討し，改善授業の授業構成原理を明らかにするために，改善

課題の実証的考察，モデル授業の開発並びに，授業モデルの効果考察を行った。第６章では，

まず，本研究全体のまとめを述べ，次に，そこから得られる示唆を授業モデルとして構築して

提案することとする。最後に，本研究の限界と今後の展望を述べる。 

 

第１節 本研究の要約 

第 1 章では，本研究の背景や目的について述べた。まず，中国の高校日本語学科の日本語教

育の現状および実践的課題をまとめた。加えて，アイデンティティの視点から授業改善の必要

性を検討した。その上で，本研究の目的と方法を提示した。 

第 2 章では，主体性を尊重した外国語学習を図る授業構成に関する実践的課題を先行研究に

基づいて検討した。正統的周辺参加論から見れば，言語学習の主体性は，学習に関わる実践共

同体における正統性と周辺性に依存し，外国語授業で興味関心があるにもかかわらず学習意欲

が低下するという状況は，社会・文化の内容学習により周辺的参加を支える授業方略がかえっ

て学習者の正統性を失わせ，周縁化を助長したことに起因すると考えられる。さらに，主体的

な参加を図る外国語授業事例に関する先行研究を検討したうえで，授業の実践共同体において

学習者の正統性を図り，自分自身の立場から意見を表出する機会の保障を主体性尊重の外国語

授業開発の最重要課題として析出した。この課題に取り組み，目標言語集団に「存在する多様

な視点を理解し」，目標言語話者の「意見との共通点を見つけることが可能であると認識」させ

る授業を開発するために，社会系教科教育で蓄積された価値観形成の研究成果を外国語教育に

取り入れて，改善授業の構成原理を検討するという本研究の方向性を示した。 

第 3 章では，日本語学習の授業において周縁化が起きる原因を検討するために，中国高校日

本語科の日本語に関する知識重視の授業と，自国と他国の社会・文化の内容を題材とした授業

とにおける学習者の学習過程の比較を行った。その結果，知識偏重の授業では，インフォメー

ション・ギャップの生成により学力の非対称関係が構築された。このような関係のもとで，学

力が比較的に低い生徒が自分への評価を維持するために沈黙し，周縁化したと考えられた。一

方，社会・文化の内容学習を行う授業では，学力の非対称関係が存在しているが，将来目標言

語集団へ参加するのに向けて，他の成員と平等で支え合っている関係において発言したことが
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確認できた。これにより，本研究の第 1 の課題であった，学習者が自分自身の立場から意見を

表出する機会が保障されうる社会・文化の内容を取り上げた，授業構成の必要性を示した。 

第４章では，日本語学習者に自分の意見の表出機会を保障する授業構成を開発するために，

日中両国における家族での女性の権利・役割分担に関する社会問題を取り上げ，開かれた多元

的な価値観の形成を目指す授業を開発・実践した。その結果，〔日中両国における社会問題を取

り上げ〕，〔日中の社会的な価値を相対化〕し，なおかつ〔相対化した社会的価値の共通点の導

出〕という授業構成を開発・実践した。その上で，改善授業の構成原理として「開かれた多元

的な価値観形成による発言機会保障の外国語授業モデル」の仮設を行った。 

第 5 章では，第 3 の課題として，中国高校日本語科において，第 4 章で作られた「開かれた

多元的な価値観形成による発言機会保障の外国語授業モデル」に則って，日本語の授業を開発・

実施し，主体的な日本語学習への促進効果が見られたかを検証した。授業で配布したワークシ

ート１の記述における，日本語使用の程度と記述内容から，日本社会・文化に対する意見の表

出を保障することを通して日本語能力不足により周縁化する状況を改善でき，さらに日本社会・

文化に対する意見表出の正統性は開かれた価値観形成を図る授業構成に支えられることを確認

した。すなわち，第 4 章で仮設した「開かれた多元的な価値観形成による発言機会保障の外国

語授業モデル」が概ね妥当であることが示された。 

 

第２節 主体的な日本語学習を促す授業構成原理 

以上の結果から，第 4 章で示した「開かれた多元的な価値観形成による発言機会保障の外国

語授業モデル」は，学習者の主体的な日本語学習を促す基本的なモデルとして妥当であると言

えるだろう。すなわち，まず，第 4 章では，開かれた多元的価値観形成を図る授業では，学習

者に自主的な思考を促し，両国共通の社会論争問題をめぐる多様な視点の存在を理解して自分

自身の立場から意見を表出させたのを確認した。このような授業では，教師が特定の観点に固

執してそれを生徒に押し付けることはなく，学習者が自分の発言を教師に認められないために

授業参加の正統性を失うことを防ぐことができたと考えられる。 

次に，第５章の学習者に自分自身の立場からの発言を求める授業では，学習者間の対等的な

関係が構築できた。この関係の構築により，学習者が学力の格差による非対称的な関係で周縁

化することを防ぐことができたと考えられる。 
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従って，本研究の結果として，主体的な日本語学習を促す授業構成原理として開かれた多元

的な価値観形成を図ることを通して，意見表出の正統性を保障しながら，学習者間に非対称関

係を作らないことが必要であることを見出した。具体的には以下の点が指摘できる。 

まず，意見表出の正統性を保障することが挙げられる。そのために授業で取り上げる社会・

文化の内容として，開かれた多元的な価値観形成を図る授業であることが必要である。それに

よって，誰もが自身の視点から，教師の取り上げた社会・文化の内容に対して，自分の観点を

形成し，共有することができる。すなわち，このような授業では，誰もが対等に正統性をもっ

て自主的に考え，意見を表出することができる。 

もう一つの原理として，学習者間に非対称関係を作らないことである。そのために，日本語

の授業であっても，文法等の知識偏重でなく，中国語の使用も許されることが必要であろう。 

そして，そのための授業として，特定のトピックスについての目標言語集団と自国の価値観

の提示，それらの相対化と共通点の導出，学習者間での日本語・中国語を用いた討議が行われ

ることが考えられる。それによって学習者は多元的な価値観について学び，同時に学習者間に

も多様な価値観があることを知り，自身の価値観形成が促される。学習者は多様性を認められ

るこの授業において，対等な関係で臆することなく自身の考えを述べることができるのである。 

以上の考察から，中国の高校日本語学習者の主体性を尊重した外国語学習を図る授業モデル

の１つとして，第 4 章で仮設した，次のモデルを示すことができるだろう（図 6－1）。すなわ

ち，「社会・文化の内容」について「開かれた多元的価値観形成」ができるような工夫をするこ

とで，学習者に「自主的な思考」を促し，さらに「自分自身の立場から」価値観を作り表明す

る環境を作ることにより「自発的に発言」することを促す。このようにして，全ての学習者は

「正統的周辺参加」が可能になり，日本語学習意欲の向上が期待できるというものである。 

 

 

図 6-1  開かれた多元的な価値観形成による発言機会保障の外国語授業モデル（再掲） 

無論，このモデルに則った具体的な授業は，その展開の仕方において，学習者の状況や取り

上げるテーマ・トピックスに合わせて多様な方法が考えられるだろう。例えば，第 2 章で取り
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上げた「共同体参加プログラムの活用」などの授業方法が挙げられる。また，第 5 章の授業実

践において，各学習者の意見に基づいてグループを 2 つ設定し，それぞれのグループ内での討

議によってグループとしての意見を形成させ，その上でグループ間での意見交換を行わせた。

全ての学習者が対等に討議に参加できる，優れた工夫と言える。こうした具体的な授業展開に

ついてのモデルは，より実践的な研究関心として今後の課題としたい。 

 

第３節 本研究の限界と今後の課題 

本研究の限界と今後の課題について以下 3 点があると考えられる。 

第 1 に，本研究は中国語高校日本語科の改善授業の事例として，2 時間のミニ単元を開発し

た。第 5 章で述べたように，中国の高校日本語科教科書は 7 時間の課ごとに編成された。今後

は本研究で開発した授業モデルをもとに，7 時間の総合的な外国語活動の授業構成をさらに開

発することが必要である。 

第 2 に，本研究は日中の家族に関する内容をもとに授業開発をした。主体性を尊重した授業

活動を充実させるために，当該授業モデルをもとに，家族の内容以外にも他の題材をもとに授

業開発をする必要がある。 

第 3 に，本研究は 2 時間の授業のみで授業効果の考察を行った。当該授業モデルの長期的な

効果を考察するためには，当該授業モデルで開発した授業を長時間受けた学習者に与える影響

を検討する必要がある。 
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